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法 人 名 独立行政法人土木研究所（平成 13 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：魚本 健人） 

目  的 土木技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、土木技術の向上を図り、もって良
質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発の推進に資することを目的とする。 

主要業務 １ 土木技術に関する調査、試験、研究及び開発。２ 土木技術に関する指導及び成果の普及。３ 委託に基づく土木に係る建設
技術に関する検定。４ １に掲げるもののほか、委託に基づく重要な河川工作物についての調査、試験、研究及び開発、並びに
土木に係る建設資材及び建設工事用機械についての特別な調査、試験、研究及び開発。５ 国の委託に基づく国土交通省の施
行する建設工事で政令で定めるものに係る特殊な工作物の設計。６ 前記１～５の業務に附帯する業務を行うこと。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 土木研究所分科会（分科会長：石田 東生） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.pwri.go.jp 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

第２期中期 

目標期間 

H23 
年度 

備考 
1. 総合評価は、19 年

度から 20年度まで
は、極めて順調、
順調、概ね順調、
努力の４段階評価
であり、21 年度か
らは、 SS、 S、A、
B、C の５段階評
価。 

2. 項目別評価は、19
年度から 20年度ま
では、5、4、3、2、1
の５段階評価であ
り、21 年度からは、
SS、S、A、B、Cの５
段階評価。 

3. 第２期中期目標期
間の評価は、SS、
S、Ａ、Ｂ、Ｃの５段
階評価。 

4. 項目別評価の項
目３．の（ ）内は、
第２期中期目標期
間の評価に関する
項目。 

5. 第２期中期目標期
間の評価では、項
目３．から項目７．
までを「財務内容
の改善に関する事
項」として一括して
評価。 

6. なお、詳細な評価
基準（手法）は第２
部第２節１（２）「評
価 基 準 等 」 を 参
照。 

＜総合評価＞ 
極めて
順調 

極めて
順調 

Ｓ Ａ Ａ Ａ 

＜項目別評価＞       

 
1.国民に対して提供するサービスその他の
業務の質の向上 

    
 

 

  
(1)研究開発の基本的方針 4 点×2 4 点×2 Ｓ×２ 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

 

  
(2)技術的課題に対する取組 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ  

  
(3)他の研究機関との連携等 4 点 4 点 Ｓ Ｓ Ｓ  

  
(4)競争的研究資金等の積極的獲得 4 点 4 点 Ｓ Ａ Ａ  

  
(5)技術の指導及び研究成果の普及 

5 点×1 
4 点×5 
3 点×1 

5 点×1 
4 点×6 

Ｓ×４ 
Ａ×３ 

Ｓ×２ 
Ａ×５ 

Ｓ×３ 
Ａ×４ 

 

  
(6)水災害・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ国際ｾﾝﾀｰによる
国際貢献 

5 点 5 点 ＳＳ Ｓ Ｓ  

  
(7)公共工事等における新技術の活用促
進 

3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ  

  
(8)技術力の向上及び技術の継承への貢
献 

3 点 3 点 Ｓ Ａ Ａ  

 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他
の業務の質の向上 

    
 

 

  
(1)研究開発の基本方針      Ａ×２ 

  
(2)研究開発を効率的・効果的に進める
ための措置 

     Ａ×３ 

  
(3)技術の指導及び成果の普及      

Ｓ×２ 
Ａ×１ 

  
(4)土木技術を活かした国際貢献      Ｓ 

  
(5)技術力の向上、技術の継承及び新技
術の活用促進への貢献 

     Ａ 

 
2.業務運営の効率化       

  
(1)組織運営における機動性の向上 4 点 4 点 Ｓ Ａ Ａ  

  
(2)研究評価体制の再構築、研究評価の
実施及び研究者業績評価システムの構築 

3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ  

  
(3)業務運営全体の効率化 4 点 4 点 Ｓ Ａ Ａ  

  
(4)施設、設備の効率的利用 3 点 4 点 Ｓ Ａ Ａ  

 
Ⅱ.業務運営の効率化       

 

  
(1)効率的な組織運営      Ａ 

  
(2)業務運営全体の効率化      Ａ 

 
3.予算、収支計画及び資金計画（3.財務内
容の改善） 

3 点 3 点 Ａ Ａ 

Ａ Ａ 

  
(1)予算 

  
(2)収支計画 

  
(3)資金計画 

 
4.短期借入金の限度額 － － － － 

 
5.不要財産の処分に関する計画     

 
6.重要な財産の処分等に関する計画 － － － － 

 7.剰余金の使途 － － Ｓ Ａ 

 
8.その他主務省令で定める業務運営に関
する事項等 

    
 

 

  
(1)施設及び設備に関する計画 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  
(2)人事に関する計画 3 点 4 点 Ｓ Ａ Ａ Ａ 
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２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 個別項目ごとの評点の分布状況を勘案し、総合評定は A とする。 

（法人の業務の実績） 
 東日本大震災に対し延べ 107 名、台風 12 号関係では延べ 203名、その他の災害合わせて 393 名の専門家を派遣し、それぞれ

の立場で活動を行った。特に、東日本大震災により壊滅的被害を受けた宮城県の下水道施設については、水質改善の技術指
導を行い、公衆衛生の確保に多大な貢献をしたこと、台風 12 号により発生した天然ダム 5 箇所に対する活動は住民の安全確保
に貢献する等、高く評価できる。 

 研究成果は、23年度に改定発刊された 45件の技術基準類やマニュアルに反映された。特に、東日本大震災に関連しては、「河
川堤防の耐震対策マニュアル(暫定版)」、「レベル 2 地震動に対する河川堤防の耐震点検マニュアル」、「橋、高架の道路等の
技術基準(道路橋示方書)」に反映され、復旧・復興に係る事業に貢献した点は高く評価できる。 

 国内外からの要請を受け、インドネシアの火山噴火、タイの大洪水等に関連して、前年度実績を上回る職員 60 名を海外に派遣
し、技術協力等を行ったことは評価できる。 など 

以上のとおり、業務全般について中期計画の目標達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。                                                                       

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

技術の指導及び
成果の普及 
（技術の指導） 

Ⅰ
(3) 

・23 年度は、東日本大震災、台風 12 号や各
地で発生した土砂災害に対し、国や地方公
共団体から要請を受け、現地調査や復旧対
策等の技術的な指導・助言を行った。23 年
度に国地方公共団体からの要請に基づき、
延べ 393 人の専門家を派遣し、技術指導を
行った。また、国内の災害のみではなく、海
外における災害にも専門家を派遣し、技術
指導を行った。 

・東日本大震災に対し延べ 107 名、台風 12 号関係で
は延べ203名、その他の災害合わせて 393名の専門
家を派遣し、応急対策や調査、指導を行った。これ
は民間ではできないことであり、高く評価できる。 
・特に、東日本大震災により壊滅的被害を受けた宮城
県の下水道施設については、水質改善の技術指導
を行い、公衆衛生の確保に多大な貢献をしたこと、
台風 12 号により発生した天然ダム５箇所に対する活
動は住民の安全確保に貢献する等、評価できる。 

技術の指導及び
成果の普及 
（成果の普及） 

Ⅰ
(3) 

・土木研究所の研究成果を世に広く提供する
ため、国土交通省をはじめとする各省庁や
学術団体、公益法人などの各機関が発行す
る各種技術基準額の策定・改訂作業に積極
的に参画した。研究により得られた最新の知
見並びに多くの経験等を整理し、有益なマ
ニュアル等を作成公開した。23 年度には 45
件の技術基準類等が発刊・改訂された。 

・関連学会等において、質の高い研究成果を
発表するよう努めており、23 年度の論文等
の発表数は査読付論文 258 編、査読なしの
論文や学会誌への寄稿等 1,022 編の合計
1,280 編となった。 

・土木研究所の研究成果の周知・普及を目的
として、土木研究所資料をはじめとする刊行
物をホームページで全文を公開するととも
に、主要な研究課題である重点プロジェクト
研究および戦略研究については重点プロジ
ェクト研究報告書としてホームページ上で公
開した。また、土木研究所講演会等の各種
講演会を開催した。 

・研究成果は、23 年度に改定発刊された 45 件の技術
基準類やマニュアルに反映された。特に、東日本大
震災に関連しては、「河川堤防の耐震対策マニュア
ル(暫定版)」等に反映され、復旧・復興に係る事業に
貢献した点は評価できる。 
・研究成果を関連学協会において 1280 件発表し、そ
の普及に努めている。また 25 件の論文や功績が表
彰されたことは評価できる。 
・災害調査速報等の記者発表や公開実験等の情報
発信を行った結果、新聞掲載が 46 件、テレビ放映は
28 件、タイの洪水は 11 の番組で放映される等、土木
研究所の存在意義・価値が取り上げられたことは評
価できる。 
・報道機関以外による情報発信は、研究成果を刊行
物として公表し、また重点プロジエクト研究等は HP 
上でも公開している点が評価できる。 
・土木研究所講演会、寒地土木研究所講演会は計
700 名以上の参加者を得て開催され、また CAESAR 
講演会は過去最多の約 500 名の参加を得て行われ
る等、講演会は技術情報提供、技術指導に有益なも
のであると判断できる。 

土木技術を活か
した国際貢献 

Ⅰ
(4) 

・国内外の機関から、調査、講演、会議出席
依頼等の要請を受けて延べ 60 名の職員を
海外へ派遣した。また JICA からの依頼にお
いては延べ 16 名を短期調査団員・短期専
門家として各国へ派遣した。 

・ISO に関しては、国内対策委員会等におい
て、我が国の技術的蓄積を国際標準に反映
するための対応、国際標準の策定動向を考
慮した国内の技術基準類の整備・改定等に
ついて検討した。 

・博士課程、修士課程の学位授与に係る研修
を一層充実し、15 カ国 34 名の研修を行っ
た。その他 JICA と連携した防災の実務者へ
の研修や、帰国研修生へのフォローアップ
研修の実施、IFASセミナーの開催、インター
ンシップ学生の受け入れなど積極的な研修
活動を実施した。 

・国内外の機関から調査・講演・会議出席等の依頼を
受けて延べ 60 名の職員を海外に派遣したこと、特に
インドネシアのムラピ火山噴火に起因する土石流の
解析結果をインドネシア政府に提供したり、タイのチ
ャオプラヤ川洪水対策に取り組んだ成果が特筆され
る。 
・ISO 規格のコンクリート静弾性係数試験に簡単な JIS 
規格の試験方法が採用され、土木技術の国際的な
普及のみならず、従来の試験方法・研究報告の国際
的信頼性向上に貢献した。 
・ICHARM の研修生として 15 カ国 34 名の受入れや
GRIPS との連携による博士課程の学生３名の入学な
ど、途上国の災害対策のための人材育成におおきく
貢献した。こうしたことから、土木技術を活かした国際
貢献は優れた実施状況にあったと認められる。 

３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 
 

 該当なし。 
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法 人 名 独立行政法人建築研究所（平成 13 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：村上 周三） 

目  的 建築及び都市計画に係る技術に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、建築・都市計
画技術の向上を図り、もって建築の発達及び改善並びに都市の健全な発展及び秩序ある整備に資することを目的とする。 

主要業務 １ 建築・都市計画技術に関する調査、試験、研究及び開発。２ 建築・都市計画技術に関する指導及び成果の普及。３ 委託に基
づく建築・都市計画技術に関する検定。４ １に掲げるもののほか、委託に基づく建築物、その敷地及び建築資材についての特別な
調査、試験、研究及び開発。５ 国、地方公共団体その他政令で定める公共的団体の委託に基づく特殊な建築物の設計。６ 地震
工学に関する研修生（外国人研修生を含む。）の研修。７ 前六号の業務に附帯する業務を行うこと。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 建築研究所分科会（分科会長：西川 孝夫） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.kenken.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

第２期中期 

目標期間 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 
極めて
順調 

Ａ  Ａ  Ａ  Ａ  
1. 総合評価は、19 年度

から 20 年度までは、
極めて順調、順調、概
ね順調、努力の４段階
評価であり、21 年度か
らは、SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

2. 項目別評価は、19 年
度から 20 年度まで
は、5、4、3、2、1 の５
段階評価であり、21年
度からは、SS、S、A、
B、C の５段階評価。 

3. 第２期中期目標期間
の評価は SS、S、A、
B、C の５段階評価。 

4. 項目別評価の項目 3．
の（ ）内は、第２期中
期目標期間の評価に
関する項目。 

5. 第２期中期目標期間
の評価では、項目３か
ら項目６までを「財務
内容の改善に関する
事項」として一括して
評価。 

6. なお、詳細な評価基
準（手法）は第２部第２
節１（２）「評価基準等」
を参照。 

＜項目別評価＞       

 
１.国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上 

    
 

 

  
(1)研究開発の基本的方針 

4点×1 
3点×1 

5点×1 
4点×1 

Ｓ×2 Ｓ×２ 
Ｓ×１ 
Ａ×１ 

 

  
(2)他の研究機関等との連携等 4点×2 4点×2 Ｓ×２ Ａ×２ Ａ×２  

  
(3)外部資金の活用 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ  

 

 
(4)技術の指導 4 点 5 点 Ｓ Ｓ Ｓ  

 
(5)研究成果の普及等 4点×4 

5点×1 
4点×3 

Ｓ×３ 
Ａ×１ 

Ｓ×２ 
Ａ×２ 

Ｓ×２ 
Ａ×２ 

 

  
(6)地震工学に関する研修 5 点 5 点 Ｓ Ｓ ＳＳ  

 
Ⅰ.国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上 

   
  

 

  
(1)研究開発の基本的方針      

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

  
(2)研究開発を効率的・効果的に進
めるための措置 

     Ａ×３ 

  
(3)技術の指導及び成果の普及      Ｓ×２ 

 

 
(4)国際連携及び国際貢献      Ａ 

 
(5)地震工学に関する研修生の研
修及び国際協力活動 

     Ａ×２ 

 
２.業務運営の効率化       

  
(1)組織運営における機動性向上 3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ  

  
(2)研究評価の実施及び研究者業
績評価システムの構築 

3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ  

  
(3)業務運営全体の効率化 3点×3 3点×3 Ａ×３ Ａ×３ Ａ×３  

  
(4)施設、設備の効率的利用 3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ  

 
Ⅱ.業務運営の効率化       

  
(1)効率的な業務運営      Ａ 

  
(2)業務運営全体の効率化      Ａ 

 
3.予算、収支計画及び資金計画（3.財
務内容の改善） 

4 点 4 点 Ａ Ａ 

Ａ Ａ 

  
(1)予算 

  
(2)収支計画 

  
(3)資金計画 

 
4.短期借入金の限度額 － － － － 

 
5.重要財産の処分計画 － － － － 

 
6.剰余金の使途 － － － Ａ 

 
7.その他業務運営に関する事項       

  
(1)施設及び設備に関する計画 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  
(2)人事に関する計画 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 個別項目ごとの評点の分布状況を勘案し、総合評定は A とする。 

（法人の業務の実績） 
 社会的要請の高い重点的研究開発課題に対して、研究所予算の 79.2%（目標は概ね 75％）を充当し、今後の低炭素社会におけ

る先進的なエコ住宅に関する技術的知見など、建築基準法等の技術基準に反映されるような優れた実績を上げていることは評
価できる。 
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 東日本大震災における建築物被害調査を、国の要請をうけて震災翌日より実施しており、平成 23 年度末までに 40 チーム、のべ
96 名の職員を派遣しているほか、被災者向け災害公営住宅の基本計画策定に対する技術的支援等の国や地方に対する技術
的支援を積極的に実施し、優れた実績を上げていることは評価できる。 

 東日本大震災に関する被害調査の結果や研究開発の成果など有益な情報を迅速に広く提供するため、報告会、講演会等の
開催や報告書等の公表を積極的に行ったことは評価できる。 など 

以上のとおり、業務全般について中期計画の目標達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

研究開発の基本的方針 
（社会的要請の高い課題
への重点的・集中的な対
応） 

Ⅰ
(1) 

・ 重点的研究開発課題に対して全体研究
予算（外部資金等を除く）の 79.2％を充当
（中期目標期間の目標値：概ね 75%）する
など、中期目標の達成に向けて重点的な
研究開発を推進した。具体的には、「低炭
素化の促進」「巨大地震等に対する安全
対策」など、社会的要請の高い重点的研
究開発課題に対応する研究課題として 11
課題に取り組んだ。また、重点的研究開発
課題ではないものの、社会的要請の高い
課題として実施した津波に対する建築物
の安全性向上に関する研究開発、天井の
安全性向上に関する研究開発にも取り組
み、いずれも建築基準法等の技術基準に
反映しうる成果を得た。 

・ 重点的研究開発課題に対して、研究所予算
の 79.2%を充当し、今後の低炭素社会におけ
る先進的なエコ住宅に関する技術的知見な
ど、建築基準法の技術基準に反映される実績
をあげたこことは評価できる。 

・ 東日本大震災の対応を精力的に実施し、津
波に対する防災対策の研究は津波防災地域
づくり法に基づく技術指針として反映された。
さらに震災直後より実施した被害調査につい
て 24 年５月に公表し、復旧、復興に関する国
の関連行政施策の立案や技術基準の策定等
における有用な基礎的資料として活用された
ことは評価できる。 

・ 天井の課題についても、耐震対策のための
評価方法を提案し、体育館等の安全性の向
上に大きく貢献したことは評価できる。 

技術の指導及び成果の
普及（技術の指導等） 

Ⅰ
(3) 

・ 国、地方公共団体、民間企業等からの依
頼を受け、審査会、委員会、講演会等へ
の役職員の派遣を 273 件、書籍の編集・
監修を２件、合計 275 件の技術指導を実
施した（後述の東日本大震災の調査派遣
等は除く）。また、平成20年度より国からの
要請に基づき実施している国の施策に関
する評価事業は、平成 23 年度も継続して 
２件実施した。また、平成 23 年度の受託
業務は１件であった（平成 22 年度：２ 
件）。なお、これら技術指導は、建築研究
所にとって、社会や国民のニーズを生の
声で把握するための有効な手段となって
いる。 

・ 震災以降、平成 23 年度末までに国土交
通省の要請または自主的判断により実施
した調査は、40チーム、のべ96名となって
いる。調査結果は国土交通省に提供する
とともに、いち早く平成 23 年５月に速報を
公表し、その後、調査結果や研究成果の
とりまとめを行い、平成 24 年３月には「平
成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震
被害調査報告」として公表した。これらの
成果は、復旧・復興に必要な国の関連行
政施策の立案や技術基準の改定等に必
要な基礎的資料として活用された。 

・ 東日本大震災翌日より、40 チーム、のべ 96
名の職員を現地に派遣し、建築物の被害調
査を実施したほか、被災者生活再建や安全･
安心なまちづくりに関する国・地方公共団体
に対する技術的支援、津波防災地域づくり法
制定への技術的支援など、緊急性の高い要
請に応えて精力的に活動したことは評価でき
る。 

・ 「住宅・建築物省 CO２先導事業」、「長期優
良住宅先導事業」の評価業務を実施したこと
は評価できる。 

・ 東日本大震災後の被害調査、液状化対策な
どの被災地への都市計画に関するアドバイス
などは評価できる。 

・ 限られたマンパワーの中で先導的技術評価
や指導を積極的に実施していることは評価で
きる。 

・ 東日本大震災の影響の調査を迅速に実施
し、研究成果が技術的支援に結び付いている
ことは評価できる。 

技術の指導及び成果の
普及（成果の普及等） 

Ⅰ
(3) 

・建築研究所メインホームページへの所外か
らのアクセス数は、目標の毎年度 450万件
以上のところ約 585万件となった。また、国
際地震工学センターのホームページのア
クセス数は約 219 万件となった。  

・研究成果を査読付論文として関係学会等
で発表することにより、質の高い研究成果
の情報発信に努めた結果、平成 23 年度
において日本建築学会論文集等で発表さ
れた査読付論文は 79 報となり、目標を達
成した。 

・ 東日本大震災に関連して、調査報告会やシ
ンポジウムの開催、調査・分析結果報告書及
び解説書の刊行など質量ともに優れた成果
の普及・広報活動を行ったことは評価できる。
なお、これらの成果はＨＰにも公表し、アクセ
ス数は目標を超える 585 万件であり、大きな
関心を呼んだ。 

・ 査読付き論文数の発表も目標を上回る 79 報
の実績を残したことは評価できる。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし。 
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法 人 名 独立行政法人交通安全環境研究所（平成 13 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：大橋 徹郎） 

目  的 運輸技術のうち陸上運送及び航空運送に係るものに関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、陸上運送及び航空
運送に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保を図ることを目的とする。 

主 要 業 務 １ 運輸技術のうち陸上運送及び航空運送に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保に係るものに
関する試験、調査、研究及び開発。２ １に掲げる業務に係る成果の普及。３ 道路運送車両法の規定に基づく自動車及び自動
車の装置が保安基準に適合していないおそれの原因が設計又は製作の過程にあるかどうか並びに同法の規定による届出に係
る改善措置の内容が適切であるかどうかの技術的な検証。４ 道路運送車両法の規定に基づく自動車及び自動車の装置が保
安基準に適合するかどうかの審査。５ 前各号の業務に附帯する業務。 

委 員 会 名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分 科 会 名 交通関係研究所分科会（分科会長：角 洋一） 

ﾎｰﾑﾍ ﾟｰｼ ﾞ 
法 人：http://www.ntsel.go.jp 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 

年度 

第 2期中期 

目標期間 
H23 

年度 
備考 

＜総合評価＞ 
極めて 
順調 

極めて
順調 

A A A A 
1. 総合評価は、19 年度

から 20 年度までは、
極めて順調、順調、
概ね順調、努力の４
段階評価であり、21
年度からは、SS、S、
A、B、C の５段階評
価。 

2. 項目別評価は、19 年
度から 20 年度まで
は、5、4、3、2、1 の５
段階評価であり、21
年度からは、SS、S、
A、B、C の５段階評
価。 

3. 第２期中期目標期間
の評価は SS、S、A、
B、C の５段階評価。 

4. なお、詳細な評価基
準（手法）は第２部第
２節１（２）「評価基準
等」を参照。 

 

＜項目別評価＞       

 
Ⅰ.国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上 

     
 

  
1.質の高い研究成果の創出 

5 点×1 
4 点×6 

5 点×1 
4 点×6 

S×4 
A×3 

S×2 

A×5 

S×3 

A×4 

S×2 
A×４ 

  
2.自動車等の審査業務の確実な実
施 

4 点×3 4 点×3 
S×1 
A×2 

A×3 A×3 A×２ 

  
3.自動車のリコールに係る技術的
検証の実施 

4 点 4 点 A A A A×２ 

  
4.自動車の国際基準調和活動へ
の組織的対応 

4 点 4 点 S S S S×２ 

  
5.組織横断的事項 4 点 4 点 A A A  

 
Ⅱ.業務運営の効率化       

  
1.研究活動の効率的推進 4 点 4 点 A A A  

  
2.自動車等の審査業務の効率的
推進 

4 点 4 点 A A A 
 

  
3.管理・間接業務の効率化 3 点 3 点 A A A  

  1.横断的事項      A 

  2.各業務の効率的推進      A 

  3.外部連携の強化      A 

 

Ⅲ.予算、収支計画及び資金計画 3 点 3 点 A A A A 

Ⅳ.短期借入金の限度額 － － － - - - 

Ⅴ.重要財産の処分計画 － － － - - - 

Ⅵ.剰余金の使途 － － － - - - 

 
Ⅶ.その他業務運営に関する事項 4 点 3 点 A A A A 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 

 中期目標の達成に向けて着実な実施状況にある。 

（法人の業務の実績） 

 基準策定支援研究と行政支援・執行事業とが同一組織内で併存・相互連携することで成果を最大限発揮するあるべき形

の独法の一類型として評価できる。研究所では、この特徴を活かし、職員の交流等を推進することで各業務に相乗効果

を発揮するなど、中期目標の達成に向け、順調な実施状況にあるといえる。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

質の高い研究成
果の創出 
（自動車に関わる
地域環境問題の
改善） 

Ⅰ１  ディーゼル重量車のオフサイクル時において、窒
素酸化物（NOx）排出量が大幅に増大する事例が
確認されたことに対して、排出ガス実態調査の結
果をもとに、排出ガスを著しく悪化させるエンジン
制御（ディフィートストラテジー）を明確に定義する
など、再発防止策や検証のための対策について、
行政への提案を行った。 

 中期目標の達成に向けて優れた実
施状況にあると認められる。 

 国土交通行政にかかわる地球環境
政策の中で自動車は最も重要な対
象であり、平成 23 年度に問題が生
じたディーゼル車のオフサイクル時
のディフィートストラテジー対策の行
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 乗用車の排出ガス、燃費の国際調和試験方法に
係る国際会議（WLTP)において、試験サイクル作
成グループの議長、電気、ハイブリッド試験法サブ
グループのリーダーを当所職員が担当し、国際的
な統一基準検討の議論を主導するとともに、走行
試験により、我が国意見の根拠となるデータ取得
を行った。 

 騒音に係る将来規制の検討、評価法・試験法の改
善等騒音測定結果に基づく実態解析を行い、環
境騒音に影響する自動車、走行条件等を把握す
ることにより、今後の自動車騒音の評価指標を明ら
かにした。 

政への提案、乗用車の燃費・排ガス
試験法に係る世界統一試験サイクル
に係る議論の主導など、特に社会
的・国際的関心の高い分野において
良好な成果を挙げており、安全で環
境に優しい交通社会の実現に対し
直接的な貢献が認められる。 

自動車等の審査
業務の確実な実
施 

Ⅰ２  審査業務に求められる内容は質・量ともに年々増
加の傾向にある一方で、職員数や交付金が抑制
されており、審査能力の向上と同時に業務の効率
化・重点化を図っていくことが喫緊の課題となって
いる。このため、業務効率化のための創意工夫を
継続的に行い審査方法に反映させる努力や職員
の意識改革に取り組んだ。 

 自動車審査部では、審査業務を実施し、基準不具
合適合箇所についても、審査の過程で改善させる
ことにより、基準に適合しない又はそのおそれのあ
る自動車が市場に出回ることを防止している。ま
た、安全・環境基準が定められていない試験的な
自動車について大臣認定に係る審査を行うことに
より、基準の策定・改善を目的とした公道走行によ
る試験の実施が認められた。 

 中期目標の達成に向けて着実な実
施状況にあると認められる。 

 審査部においては、自動車への複
雑で高度な技術の導入や次世代車
の普及に伴い、要求される知識・技
術レベルが高まる中での審査への的
確な対応のため、人材育成、能力認
定制度の適切な運用等による能力
の向上、計画的な技術者の登用や
研究部門との連携による組織全体の
審査能力向上が図られている。 

 審査業務担当職員の研修・人事育
成制度による審査能力向上は、地味
だが極めて重要な業務であり、継続
的な改善努力をお願いしたい。 

自動車の国際基

準調和活動への

組織的対応 

Ⅰ４  自動車技術に関し国際標準化等の戦略的推進に
対する社会的要請に答えるために、研究成果や
技術評価・審査の知見を、国際基準を審議する場
において示すことにより、積極的な関与を進めてき
た。この活動を強化するために、自動車基準認証
国際調和技術支援室を、横断的組織から独立組
織化するための事前検討を行った。具体的には、
独立した運営とするための予算措置、体制のあり
方を検討した。 

 自動車の安全・環境問題に関する国際基準を策
定する国連欧州経済委員会自動車基準調和世界
フォーラム(UN/ECE/WP29)の諸活動について、
35 の会議に延べ 46 人が参画し、我が国の主張の
技術的支援を行った。特に水素・燃料電池自動車
世界統一基準作業部会及び乗用車排出ガス試験
サイクル作業グループの二つの議長及び乗用車
排出ガス・燃費試験法作成活動における電気、ハ
イブリッドグループのリーダーを交通安全環境研
究所職員が担当し、世界統一基準のとりまとめに
貢献した。 

 中期目標の達成に向けて優れた実

施状況にあると認められる。 

 競争と協調の織りなす国際基準活動

には、単なる英語能力ではなく会議

をリードできる能力を持った人材を育

成する仕組みを作る必要がある。 

 安全にかかわる技術や製品の相互

認証は慎重であるべきと考える。相

互認証により、安全性が高まるとは

言い難いので、安全性を担保するた

めの方策が必要と考える。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし。 
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法 人 名 独立行政法人海上技術安全研究所（平成 13 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：茂里 一紘） 

目  的 船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に関する調査、研究及び開発等を行う
ことにより、海上輸送の安全の確保及びその高度化を図るとともに、海洋開発及び海洋環境の保全に資することを目的とする。 

主要業務 １ 船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に関する調査、研究及び開発。２ １
に掲げる業務に係る成果の普及。３ １に掲げる技術に関する情報の収集、整理及び提供。４ 前三号の業務に附帯する業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 交通関係研究所分科会（分科会長：角 洋一） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.nmri.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 

年度 

第 2 期中期 

目標期間 
H23 

年度 
備考 

＜総合評価＞ 
極めて 
順調 

極めて
順調 

A A A A 
1. 総合評価は、

19 年度から 20
年度までは、
極めて順調、
順調、概ね順
調、努力の４段
階評価であり、
21 年 度 か ら
は、SS、S、A、
B、C の５段階
評価。 

2. 項 目 別 評 価
は、19 年度か
ら 20 年度まで
は、5、4、3、2、
1 の５段階評価
であり、21 年度
からは、SS、S、
A、B、C の５段
階評価。 

3. 第２期中期目
標期間の評価
は SS、S、A、B、
C の５段階評
価。 

4. なお、詳細な評
価基準（手法）
は第２部第２節
１（２）「評価基
準等」を参照。 

＜項目別評価＞       

 
Ⅰ.中期計画の期間       

 
Ⅱ.基本方針       

 
Ⅲ.国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上 

  
    

  
1.戦略的企画と研究ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄの
強化 

4 点 4 点 A A A 
 

  
2.政策課題解決のために重点的に
取り組む研究 

5 点×1 
4 点×3 

5 点×1 
4 点×3 

S×２ 
A×２ 

S×1 

A×3 

S×3 

A×1 

 

  
3.基礎研究活動の活性化 4 点 4 点 A A A  

  
4.国際活動の活性化 5 点 4 点 S S S  

  
5.研究開発成果の普及、活用の促
進 

4 点 4 点 S S A 
 

  
１.研究マネジメントの充実と研究成
果の普及促進 

     A 

  
２.政策課題解決のために重点的
に取り組む研究 

     
S×３ 

A×１ 

  ３.戦略的な国際活動の推進      A 

 
Ⅳ.業務運営の効率化       

  
1.柔軟かつ効率的な組織運営 

4 点 3 点 A A A 

 

  
2.事業運営全般の効率化 

  １.組織の見直しの継続      
A 

  ２.事業運営の効率化      

 
Ⅴ.財務に関する事項 3 点 3 点 A A A A 

 
Ⅵ.業務運営に関する重要事項 4 点 3 点 A A A A 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（総合評価に至った理由） 
 中期目標の達成に向けて着実な実施状況にある。 
 海事行政や海運・造船業界の要請に応えて技術開発を実施し、また IMO を通してその成果を国際的に定着させるための活動

を実施し、良好な状況にある。第三期中期計画では、研究の重点化や科研費を始めとする外部資金の獲得に意欲を示すなど、
独法の発展を構想していることが窺える。また、政界・業界・行政からの評価も高く、順調な実施状況であるといえる。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 
 事務職・技術職のラスパイレス指数が高いため、改善が求められる。 
 特に不具合がみられるわけでないが、前中期計画の頃から組織改革や、意識改革に取り組んできたことが評価されてい

た。それらの継続的な維持と新しい展開への組織的な対応について点検を怠らないように望む。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

政策課題解決のた
めに重点的に取り
組む研究 
（海上輸送の安全
の確保） 

Ⅲ２  これまでに開発した６自由度船体運動・荷重推定

プログラムNMRIWを発展させ、実海域で船体に働

く波浪荷重から船体の構造強度まで一貫した評価

が可能な全船荷重・構造一貫性能評価プログラム

 特に波浪荷重から構造強度までを一

貫して評価・解析が可能となるプログラ

ムを開発した点、実海域再現水槽等

の活用により、高速フェリーの大傾斜
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NMRI-DESIGNを開発し、さらに、ばら積み貨物船

を対象に、波浪中での６自由度船体運動に追従

する貨物艙内部の荷重推定法を確立した。 

 高速フェリーの海難事故で見られた大傾斜現象に

ついて、実海域再現水槽での模型試験で再現し

た結果、針路変更や減速等の操船を適切に行うこ

とによって、荷崩れを防止し、転覆を回避できるこ

とを確認し、危険な航行状態と有効な回避方策を

明らかにし、今後の事故防止対策に繋がる知見を

得た。 

 上記の他、運輸安全委員会等からの委託を受け、

10件の事故原因解析調査を実施し、迅速かつ的

確な事故原因の解明に貢献。 

現象に対する有効な回避方策を得る

とともに、実際の海難事故を再現・解

析し、迅速かつ的確な事故原因解明

に貢献した点から、中期目標の達成に

向けて優れた実施状況にある。 

 日本の造船高は世界三位に後退して

いるが、その中で、先端技術による船

舶建造では優位に立っている。今後

は、このようなハイテク造船を目指すこ

とが業界の狙いと考えられ、この目標

に沿った研究は際立ったものがある。 

政策課題解決のた
めに重点的に取り
組む研究 
（海洋環境の保全） 

Ⅲ２  リアクションポッドを利用した船尾渦エネルギー回

収による船型最適化に関し、抵抗を抑え、縦渦に

よる回転流を適切な位置に生み出すスケグ形状設

計の技術を適用し、（独）鉄道建設・運輸施設整備

支援機構の新たな共有建造対象となる２軸SES船

の３船型を共同開発し、749型コールタール船

（H24年６月竣工）が実船建造され、内航船向きの

低コストのラインシャフト方式への展開を実現した。 

 NOX低減技術に関し、世界に先駆けて、外航船に

搭載された大型低速ディーゼルエンジン用SCR 

システムの実船実証試験（造船所、船社、メーカー

との共同研究）を実施した結果、NOX3次規制

（80%削減）達成を確認し、規制対応へ目途を立て

た。さらに、エンジンとSCRの個別認証方式（スキ

ームB）が有効であることを実験的に検証し、この

結果をもとに、IMOにおいて、我が国が舶用SCR 

認証ガイドラインとして提案して採択され（H24年３ 

月）、スキームBの導入を実現した。 

 特にリアクションポッド船型の最適スケ

グ形状設計の技術を活かした新型船

型を開発し、実船建造に繋がった点、

舶用SCRシステムに関し、実船実証実

験によりNOX80％削減を達成するとと

もに、エンジンとSCRの個別認証が可

能であることを実証し、IMOの認証ガ

イドラインへの当該認証方式（スキー

ムB）の導入に貢献した点から、中期

目標の達成に向けて優れた実施状況

にある。 

 日本の造船高は世界三位に後退して

いるが、その中で、先端技術による船

舶建造では優位に立っている。今後

は、このようなハイテク造船を目指すこ

とが業界の狙いと考えられ、この目標

に沿った研究は際立ったものがある。 

政策課題解決のた
めに重点的に取り
組む研究 
（海洋の開発） 

Ⅲ２  浮体式洋上風力発電システムの技術開発・安全

性評価では、ネガティブダンピング（注：回転数変

動を一定にするためのブレードピッチ制御に伴い

生じる動揺の増大）現象を世界に先駆け再現する

ことに成功し、プログラムの高度化を実現した。さら

に、動揺を低減し、かつ、安定した出力を得るため

のブレードピッチ最適制御手法を提案した。 

 風・波浪・海流等データの整備・分析を行い、洋上

エネルギーマップを作成し、自治体を含むプロジ

ェクト創出へ活用が期待される成果を得た。 

 日本海事協会と連携し、浮体式洋上風力発電施

設のリスク評価を行い、国土交通省の安全技術基

準（H24年４月制定）に反映されるとともに、IEC等

における洋上風車の国際標準策定に参画した。 

 海底鉱物資源開発等に係る基盤技術の構築で

は、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構が実施

している海底熱水鉱床開発に係る事業の一環とし

て、採掘要素技術試験機を（株）三井三池製作所

と共同開発し、水中性能試験等により基本性能を

確認した。 

 洋上天然ガス生産システムの総合安全性評価技

術に関し、より安全で確実なLNG横づけ（SBS: 

side-by-side）出荷を実現するため、風遮蔽影響

評価、波浪中でのLNG移送ホース挙動解析、２船

間ギャップレゾナンス（共振）推定のプログラムを開

発し、波と風の複合外力下での現象を再現できる

高度なシミュレータを開発した。 

 特に浮体式洋上風力発電システムの

動揺特性評価に係る要素技術として、

世界初のネガティブダンピング現象の

再現やブレードピッチ最適制御手法

の提案といった成果が得られた点、自

治体等のプロジェクト創出が期待され

る洋上エネルギーマップの作成や国

等の実証事業への参画とともに、浮体

式洋上風力発電施設のリスク評価を

行い、国土交通省の安全技術基準に

反映された点、海底熱水鉱床開発に

係る採掘要素技術試験機を開発した

点、洋上天然ガス生産システムに係る

SBS出荷時の安全性評価技術を開発

した点から、中期目標の達成に向けて

優れた実施状況にある。 

 浮体風力発電など再生可能エネルギ

ーについては、研究所の寄与が認め

られる。全般的には、研究の初期段階

にあると考えられ、今後の成果に大い

に期待する。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし 
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法 人 名 独立行政法人港湾空港技術研究所（平成 13 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：高橋 重雄） 

目  的 港湾及び空港の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、効率的かつ円滑な港湾及び空港の整備等に資
するとともに、港湾及び空港の整備等に関する技術の向上を図ることを目的とする。 

主要業務 １ 次に掲げる事項に関する基礎的な調査、研究及び技術の開発（港湾の整備、利用及び保全に関すること、航路の整備及び保
全に関すること、港湾内の公有水面の埋立て及び干拓に関すること、港湾内の海岸の整備、利用及び保全に関すること、飛行場
の整備及び保全に関すること）。２ １の各事項に関する事業の実施に関する研究及び技術の開発。３ １及び２に掲げる業務に係
る技術の指導及び成果の普及。４ １の各事項に関する情報の収集、整理及び提供。５ 前四号の業務に附帯する業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 港湾空港技術研究所分科会（分科会長：黒田 勝彦） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.pari.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

第 2期中期 

目標期間 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 
極めて 
順調 

極めて

順調 

Ａ Ａ Ａ Ａ 
1. 総合評価は、19 年度から

20 年度までは、極めて順
調、順調、概ね順調、努力
の４段階評価であり、21 年
度からは、SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

2. 項目別評価は、19年度から
20 年度までは、5、4、3、2、
1の５段階評価であり、21年
度からは、SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

3. 項目２．(4)及び４．の（ ）内
は、22 年度までの項目名。 

4. 第２期中期目標期間の評
価は SS、S、A、B、C の５段
階評価。 

5. なお、詳細な評価基準（手
法）は第２部第２節１（２）「評
価基準等」を参照。 

＜項目別評価＞       

 
１.国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上 
    

 
 

  
(1)質の高い研究成果の創出 4 点×6 

5 点×1 
4 点×5 

Ｓ×３ 
Ａ×３ 

Ｓ×３ 
Ａ×３ 

Ｓ×３ 
Ａ×３ 

Ｓ×２ 
Ａ×３ 

  
(2)研究成果の広範な普及・活用 

5 点×1 
4 点×6 
3 点×1 

5 点×2 
4 点×6 

Ｓ×４ 
Ａ×４ 

Ｓ×５ 
Ａ×３ 

Ｓ×３ 
Ａ×２ 

Ｓ×４ 
Ａ×２ 

  
(3)人材の確保・育成 

4 点×1 
3 点×1 

4 点×2 Ａ×２ Ａ×２ Ａ Ａ 

 
２.業務運営の効率化       

  
(1)戦略的な研究所運営 4 点 5 点 Ｓ Ｓ Ｓ Ａ 

  
(2)効率的な研究体制の整備 4 点 4 点 Ｓ ＳＳ Ｓ Ｓ 

  
(3)研究業務の効率的、効果的

実施 
    

 
Ａ 

  
(4)業務の効率化（(3)管理業務の
効率化） 

4 点 4 点 Ａ Ａ Ｓ Ａ 

  
(5)非公務員化への適切な対応 3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ  

 
３.適切な予算執行 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
４.その他業務運営に関する事項       

  
(1)施設・設備、人事に関する計画 
（(1)施設・設備に関する計画） 

3 点 4 点 Ａ Ａ 
Ａ 

Ａ 

  
（(2)人事に関する計画） 3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められるため。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 
 ホームページの内容は充実しているが、研究所の認知度をより一層高めるため、ホームページのさらなる充実、マスコミ等を通じ

た研究成果の公表などに引き続き取り組むよう期待する。 
 特許等収入が減収となった点及び当期純損失となった点については、予算の効率的執行、知的財産の活用促進による自己収

入の増大、外部の競争的資金の一層の活用などに引き続き総合的に取り組むよう期待する。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

質の高い
研究成果
の 創 出
（ 萌 芽 的
研究の実
施） 
 

1(1)  萌芽的研究の中から、学会賞を受賞する成
果をあげた研究や特許申請につながった研
究など、社会に多大な貢献をする成果を上
げることができた。また、限られた人的資源の
中で震災対応を行いながら、年度計画を超
える論文等の発表を行い、さらに東日本大震
災発生わずか２ヶ月後には被災地の現地調
査等の結果についての講演会を実施するな
ど、研究成果を国内外に広く還元する取組を
行った結果、数々の学会賞等を受賞してい
る。 

 特定萌芽的研究については、年度当初に１件を採択し
ていたが、新たなニーズに対応するための強い要望を
踏まえ、３件を追加採択して合計４件の研究が実施され
た。制約はあったものの、これらの研究に対しては、最大
限配慮した予算配分を行った。 

 平成 23 年度に実施した萌芽的研究のうち、「海洋開
発・離島等での施工に向けた水中音響レンズの検討」
は、これまで開発してきた水中視認用システムを、海洋
開発・離島等の施工に向けて小型・軽量化の検討を行
ったものであるが、新たな映像取得方式は、複合音響レ
ンズを不要とする画期的な方式（反転分極受波面方式）
であり、一連の開発に関し、海洋音響学会論文賞等を
受賞（注：同賞は毎年２件程度授与）した。 
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 以上のように、将来の発展性があると想定される萌芽的
研究について、先見性と機動性をもって取り組まれてお
り、画期的な成果も得られたことから、平成 23 年度目標
を大きく超える成果を達成したと認められる。 

研究成果
の広範な
普及・活
用（行政
支援の推
進、強化
（災害発
生時の支
援）） 

1(2)  東日本大震災において、強震観測に基づく
震源モデルの開発や GPS 波浪計による津
波観測において顕著な成果を上げることがで
きた。また、研究者を現地に派遣し、被災調
査、被災メカニズムの解明に取り組むととも
に、国や地方自治体からの受託研究におい
て、被災した港湾施設等の復旧の設計及び
工法の提案等を行った。さらに、津波のレベ
ルに応じた粘り強い構造の考え方の提案を
行い、港湾の津波対策に大きな役割を果た
した。 

 災害発生時には、国及び港湾管理者等からの要請に基
づき必要な技術指導等を迅速かつ適切に行った。 

 東日本大震災発生後、いち早く現場に研究者を派遣
し、研究所をあげて総力でバックアップの体制がとられ
た。その後も継続的に、のべ 90 名の研究者を 342 人・
日（派遣人数×派遣日数）現地に派遣しての技術支援
を実施した。 

 以上のように、研究所の限られた人数の研究者の中から
必要な研究者を膨大な日数現地に派遣し、研究所をあ
げて国及び港湾管理者等をバックアップする体制をと
り、技術支援等の要請に迅速かつ的確に対応したことは
高く評価できる。さらに、その後の津波対策のベースとな
る、レベル１と２の津波やねばり強い構造物の考え方を
提案を行い、津波対策に大きな役割を果たしている。ま
た、研究所の災害対策マニュアルの見直し等の対応も
行われており、平成 23 年度の当初の目標を大きく超え
る成果を達成したと認められる。 

効率的な
研究体制
の整備 

2(2)  昭和 37 年の当研究所の前身となる運輸省
港湾技術研究所設立以来の研究部体制を
全廃して、研究領域制に移行した。 

 具体的には、高度化、多様化する研究ニー
ズに迅速かつ効果的に対応することを目的
として、従来の研究部を廃止し、よりフラット
な研究体制に移行するため、研究領域制と
これに属する研究チームの完全な二層構造
とすることとした。そして、研究領域、研究チ
ームの枠を超えて設定した９つの研究テー
マごとにテーマリーダーを配置し、研究テー
マの総合的な調整・管理を行うこととした。テ
ーマリーダーは、研究主監・特別研究官及
び領域長を指名した。このような体制のもと
で、研究業務に混乱やトラブルも生じることな
く、研究実施項目の有機的な体系化、効率
化、活性化を実現し、研究所としての研究成
果を実現することができた。 

 知財活用推進官の配置、「空港研究センタ
ー」の「LCM 研究センター」への統合等を行
った。 

 また、東日本大震災への対応を含む行政や
社会のニーズに合わせて、任期付研究員を
２名、民間からの客員研究員を１名、依頼研
修生を５名、合計８名を採用し、研究体制の
整備を行った。 

 平成 23 年度は、国の行政機関等との間で
合計 48 件の人事交流を行い、他研究の研
究者・技術者の転入による社会・行政ニーズ
に対応した研究体制の強化、研究者の転出
による研究所の研究成果の多方面の普及を
図った。また、研究者をはじめとする職員を
その適性等に照らし適切な部門に配置し
た。 

 効率的な研究実施と研究者の研究意欲向
上のため、主任研究官以上の研究職員を対
象として、職員の裁量により始業・終業時刻
を決定する裁量労働制を昨年度に引き続き
導入している。健康診断自己診断カードの
提出、チェックを行い、特に問題は発生して
いない。 

 特に、東日本大震災への対応を行政や現地のニーズ
に合わせて迅速かつ効果的に行うため、従来の研究部
の枠組みにとらわれない、地震災害や津波災害に関す
る各研究テーマのテーマリーダーの指揮による研究者
の迅速な派遣や効率的な結果のフィードバックは、大き
な評価を得られたと認められる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 研究ニーズに迅速かつ効果的に対応するための組織
の抜本的な改編を行うとともに、特に、東日本大震災へ
の対応を迅速に行うための体制の整備を行った。また、
関係行政機関との積極的な人事交流、裁量労働制の導
入を継続して実施してきている。平成 23 年度の当初の
目標を大きく超える成果を達成したと認められる。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

  

・ 該当なし 
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法 人 名 独立行政法人電子航法研究所（平成 13 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：平澤 愛祥） 

目  的 電子航法に関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、交通の安全の確保とその円滑化を図ることを目的とする。 

主要業務 １ 電子航法に関する試験、調査、研究及び開発。２ １に掲げる業務に係る成果の普及。３ 電子航法に関する情報の収集、整
理及び提供。４ 前三号の業務に附帯する業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 交通関係研究所分科会（分科会長：角 洋一） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.enri.go.jp/index.shtml 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H2１ 
年度 

H22 

年度 

第 2 期中期 

目標期間 
H23 

年度 
備考 

＜総合評価＞ 
極めて 
順調 

極めて
順調 

A A A A 
1. 総合評価は、19 年

度から 20 年度まで
は、極めて順調、順
調、概ね順調、努力
の４段階評価であ
り、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５
段階評価。 

2. 項目別評価は、19
年度から 20 年度ま
では、5、4、3、2、1
の５段階評価であ
り、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５
段階評価。 

3. 第 2 期中期目標期
間の評価は SS、S、
A、B、C の５段階評
価。 

4. なお、詳細な評価
基準（手法）は第２
部第２節１（２）「評価
基準等」を参照。 

＜項目別評価＞       

 
１.業務運営の効率化       

  
(1)組織運営 4 点 4 点 A A S  

  
(2)人材活用 4 点 4 点 S A A  

  
(3)業務運営 4 点 4 点 A A A  

 
２.国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上 

     
 

  
(1)社会ニーズに対応した研究開発
の重点化 

4 点×3 4 点×3 S×３ A×３ S 
 

  
(2)基盤的研究 4 点 4 点 A A A  

  
(3)研究開発の実施過程における
措置 

4 点 4 点 A A A 
 

  
(4)共同研究・受託研究等 4 点 4 点 A A A  

  
(5)研究成果の普及、成果の活用
促進等 

4 点×2 4 点×2 
S×１ 
A×１ 

S×１ 

A×１ 

S×１ 

A×１ 

 

 
３.予算、収支計画及び資金計画 4 点 4 点 A A A  

 
４.短期借入金の限度額 － － － - -  

 
５.重要財産の処分計画 － － － - -  

 
６.剰余金の使途 － 3 点 － - -  

 
７.その他業務運営に関する事項 3 点 3 点 A A A  

 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する事
項 

     
 

  
(1)社会的要請に応える研究開発
の重点的かつ戦略的な実施 

     
S×２ 
A×２ 

  
(2)基盤的な研究の実施による基盤
技術の蓄積 

     A 

  (３)関係機関との連係強化      A 

  (4)国際活動への参画      S 

  
(5)研究開発成果の普及及び活用
促進 

     A 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項       

  (1)組織運営      A 

  (2)業務の効率化      A 

 Ⅲ．予算      A 

 Ⅳ．短期借入金の限度額      - 

 
Ⅴ．不要財産又は不要財産となること
が見込まれる財産処分に関する計画 

     - 

 
Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又は担保に
供する計画 

     - 

 Ⅶ．剰余金の使途      - 

 
Ⅷ．その他主務省令に定める業務運
営に関する事項 

     A 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（法人の業務の実績） 
  航空行政を支援する研究所としての役割を、少ない人数ながら多岐に亘る研究開発を行うことにより社会貢献を果たしており、

中期目標の達成に向けて着実な実施状況であると評価できる。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

 ラスパイレス指数が高いため、改善が求められる。 
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（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

社会的要請に応え
る研究開発の重点
的かつ戦略的な実
施 

Ⅰ．
(1) 

 「洋上経路システム高度化の研究」（H20～

23）では、IPACGにおいて、FAAの３提案

全てを検証し、改正案を逆提案したものが

IPACGメンバーの賛同を得て導入される見

通しを得ている。加えて、RNP4の適合率が

増加した時の解析に基づき、日米両国の

管制機関及び航空会社に対して共通の便

益があることを示し、理解が得られたことで

RNP4適合機の導入促進が期待される。 

 「ターミナル空域の評価手法に関する研

究」（H20～23）では、空域設計評価ツール

の使用により、空域・経路や航跡データの

２次元・３次元での視覚化及び空域評価に

関する解析値の算出が容易となり、これま

で頭の中だけで描くしか手段がなかった空

域設計の検討が、見える化により、実際に

視覚的・直観的に把握することができるよう

になり、航空局担当者の作業負担の軽減

及び作業効率の向上が期待できるようにな

った。 

 「ターミナル空域の評価手法に関する研究」
「洋上経路システム高度化の研究」及び「タ
ーミナル空域の評価手法に関する研究」に
おいて、中期目標の達成に向けた年度計画
に対し目覚しく順調な成果を上げており、年
度計画を上回る優れた実施状況にあると認
められる。 

国際活動への参画 Ⅰ．
(4) 

 韓国航空局が導入を検討している性能準
拠運航（PBN）に必要な空域安全評価に関
する研修を、韓国交通研究院（KOTI）研究
員 2 名が来日して（独）電子航法研究所で
受講するとともに、将来の共同研究課題に
ついて討議を行っている。これを契機とし
て、KOTI との間で「研究協力に関する覚
書」（MOU）を締結している。 

 タイ ・モンクット王工科大学ラカバン
（KMITL）についても平成 23 年３月に共同
研究協定を締結し、同年４月から本共同研
究協定に基づき、低緯度電離圏擾乱現象
データの収集が順調に行われており、
（独）電子航法研究所の研究員が KMITL 
の学生を研究指導するなど関係がより強化
されている。 

 ICAO では、国際標準の改正や新たな国
際標準の策定について技術検討が行われ
ることから、研究員が航空局職員のアドバ
イザとして技術支援している。また、実質的
な国際技術基準を策定している米国航空
通信技術委員会（RTCA）と欧州民間航空
用装置製造者機構（EUROCAE）にも、
（独）電子航法研究所から委員として研究
員を派遣し、期待に応える貢献を目指して
いる。 

 中期目標の達成に向けた年度計画に定め
た目標を達成するのみならず、KOTI や
KMITL との連携協定、国際標準・基準策定
へ の 貢 献 の た め の ICAO 、 RTCA 、
RUROCAE での活動、他国の提案について
は、日本への影響及び適合性について技術
的な検討を行い必要な対応を実施、国際的
な研究連携活動など研究所の国際プレゼン
スが上昇したことは、優れた成果であり、中
期目標の達成に向けた年度計画を上回る目
覚しく順調な実績が認められる。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし 
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法 人 名 独立行政法人航海訓練所（平成 13 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：飯田 敏夫） 

目  的 商船に関する学部を置く国立大学、商船に関する学科を置く国立高等専門学校及び独立行政法人海技教育機構の学生及び生
徒等に対し航海訓練を行うことにより、船舶の運航に関する知識及び技能を習得させることを目的とする。 

主要業務 １ 商船に関する学部を置く国立大学、商船に関する学科を置く国立高等専門学校及び独立行政法人海技教育機構の学生及び
生徒その他これらに準ずる者として国土交通大臣が指定する者に対する航海訓練。２ 航海訓練に関する研究。３ 前二号の業務
に附帯する業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 教育機関分科会（分科会長：宮下 國生） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.kohkun.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
Ｈ19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

第 2 期中期 

目標期間 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 順調 Ａ Ａ Ａ Ａ 1. 総合評価は、19 年度か
ら 20 年度までは、極め
て順調、順調、概ね順
調、努力の４段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段階
評価。 

2. 項目別評価は、19 年度
から 20 年度までは、5、
4、3、2、1 の５段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段階
評価。 

3. 第２期中期目標期間の
評価は SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

4. 項目３．の（ ）内は、中
期目標期間の評価に係
る項目。 

5. 第２期中期目標期間の
評価では、項目３．から
項目６．までを「財務内
容の改善に関する事
項」として一括して評価 

6. なお、詳細な評価基準
（手法）は第２部第２節１
（２）「評価基準等」を参
照。 

＜項目別評価＞       

 
1.業務運営の効率化       

  
(1)組織運営の効率化 4 点 4 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  
(2)人材の活用 3 点 4 点 Ｓ Ｓ Ｓ Ａ 

  
(3)業務運営の効率化 4 点×1 

3 点×2 
4 点×1 
3 点×2 

Ｓ×１ 
Ａ×２ 

Ｓ×１ 
Ａ×２ 

Ｓ Ａ 

 
2.国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上 

    
 

 

  
(1)航海訓練の実施 4 点×3 

3 点×6 
4 点×5 
3 点×4 

Ｓ×５ 
Ａ×４ 

Ｓ×３ 
Ａ×６ 

Ｓ×３ 
Ａ×６ 

Ｓ×２ 
Ａ×８ 

  
(2)研究の実施 

3 点×2 
4 点×1 
3 点×1 

Ａ×２ Ａ×２ Ａ Ａ×２ 

  
(3)成果等の普及・活用促進 

4 点×3 4 点×3 Ｓ×３ 
Ｓ×２ 
Ａ×１ 

Ｓ 
Ｓ×１ 
Ａ×２ 

  
(4)業務全般に関する項目  3 点 Ａ Ａ   

  
(5)内部統制・コンプライアンスの充

実強化 
    

 
Ａ 

  
(6)業務運営の情報化・電子化の取

組 
    

 
Ａ 

 
3.予算、収支計画及び資金計画（4. 財

務内容の改善） 
    

Ａ 

 

  
(1)自己収入の確保 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ 

  

(2)予算 
(3)期間中の収支計画 
(4)期間中の資金計画 

3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ 

 
4.短期借入金の限度額 － － － － － 

 
5.重要財産の処分等に関する計画 － － － － － 

 
6.剰余金の使途 3 点 3 点 Ａ Ａ － 

 
7.その他業務運営に関する事項       

  
(1)施設・設備に関する計画 3 点 3 点 Ａ Ｓ Ａ Ｓ 

  (2)保有資産の検証・見直し      Ａ 

  
(3)人事に関する計画 3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  (4)積立金の使途      Ａ  

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（総合評価に至った理由） 
 法人の業務実績は、中期目標の達成に向けて全般的に着実な実施状況にあると認められる。 
（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 
 業界の要望に応えるよう努力するとともに、基礎部分の訓練を十分に行うように要望する。 
 燃料費が高騰する中、契約単価の引き下げと減速運航によって、燃料消費量は対前年比で約 10%減少したものの、航行日数と航
海距離は 15～20%減少している。シミュレータによる反復訓練等で補ってはいるが、教育訓練の質の維持の面では、限界に近づい
ていているのではないかと危惧する。燃料油の高騰に対する措置として、訓練に必要な燃料油の量の確保について財務省等へ、
更なる要求を行うなどにより、航海日数を少しでも多く確保することが必要である。 
 実習生からの訓練評価を開始した点は評価できる。今後とも継続的に行い、意見を訓練に適切にフィードバックする体制の維持に
努めるべきである。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

航海訓練の実施 2(1)  船員教育機関、海運業界、行政の関係者と  船員教育機関や海運業界との意見交換会
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の意見交換会等や練習船視察、「船員（海
技者）の確保・育成に関する検討会」と通し
て得られたニーズを実習に反映している。 
また、ＱＳＳマネジメントレビューを活用し、意
見交換会や「船員（海技者）の確保・育成に
関する検討会」で示された意見を実習に反
映させ、より質の高い訓練及び知識・技能の
向上を図っている。 

 実習生及び練習船実習を修了した海技者に
よる訓練評価の結果から、実習生主体の操
練実習を全船的に取り組むなど、問題点の
改善に努めている。 
また、実習生による訓練評価では、従来の訓
練評価に加えて、新たに個別訓練を対象とし
た評価を、乗船初期に６回、乗船終期に４回
実施し、そこから得られた自由意見、指導状
況、実習内容をＱＳＳマネジメントレビューに
活用している。 
 

や現場視察会を数多く行い連携の強化を図
るとともに、内航用練習船の建造に対応する
ための情報交換を積極的に実施し、その結
果を業界ニーズとして航海訓練のレベルアッ
プに反映したことは優れた実績であると評価
する。 
 
 

 これまでの実習生による評価に加え対象を
拡げ、修了者による評価を実施するととも
に、新たに個別訓練指導による評価を加え
て改善を図った試みを評価する。 

 実習生の訓練評価を実施して、その情報分
析から得られた知見を、ＱＳＳマネジメントレ
ビューを通じて即時に実習に反映しているこ
とは優れた取り組みである。とりわけ当直訓
練に対する実習生の満足度評価は極めて高
く（船橋当直や機関室当直に関する個別訓
練を対象とした自己評価では、実習生の
90％あまりが能力の定着を認識する結果が
出ている。）、当訓練の有効性に注目する。 

社会に対する成果等
の普及・活用促進 

2(3)  船舶の安全運航、ＣＯ２削減等の環境保護対
策等の船舶運航技術に関する研究テーマに
おいては、練習船を活用した「実船の生物付
着状況と付着要因」等の諸データ及びその解
析結果を外部機関へ提供するとともに外部公
表を行っている。 

 論文発表８件及び学会発表 11 件を行ってい
る。航海訓練所研究発表会では、独自研究
の発表とともに、新たに共同研究を行う外部
研究機関から３名の発表者を迎え研究成果
についての紹介を初めて実施している。 
また、研究報告を外部に公開していることによ
って、３件の研究論文が活用されるなど、研
究成果等の普及・活用に努めている。 

 計画を大幅に超えて、研究成果等を積極的
に提供・公表している点、ならびに論文発
表・学会発表を目標より大きく上回って実施
している点を評価する。 

 ＳＴＣＷ条約改正に関する報告書は関係先
から好評を得たようであり、関係教育機関、
海運業界に貢献がなされたものとして評価す
る。 

 外国学会報告論文を含む８件の所外公表論
文の半数が査読論文であること、またＨＰを
通じて公表した船舶の安全運航、ＣＯ２削減
等の環境保護対策等の船舶運航技術に関
する研究成果は外部機関からも注目される
など、評価に値する。 

その他主務省令で定
める業務運営に関す
る事項 
（施設・設備に関する
計画） 

7(1)  組織の目的の確実な達成のため、必要となる
施設・設備に関して次の取り組みを行い、効
果的な業務運営を図った。 
・「内航用練習船建造発注仕様書等作成支
援業務」の請負業者を入札により決定 
・企画競争を通じて、船舶建造費補助金との
差額を民間から調達するための「事業パート
ナー」を選定 

 第３者の意見等も取り入れて代替船の建造
に取り組んだことを評価する。 

 内航用練習船の建造作業を、事業パートナ
ーの選定、競争入札、造船所決定と進める
中で、当初予定の 13%強に当たる大幅な建
造費の抑制（当初見込み額 4,820 百万円より
641百万円安価な 4,179百万円に抑制）に成
功したことは優れた取り組みであると評価で
きる。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

   実習生による訓練評価等については、貴委員会の評価結果をみると、①従来の評価に加え対象を広げ、訓練修了者による評
価を実施するとともに、新たに個別訓練指導による評価を加えて改善を図ったこと、②従前から実施している実習生による訓練評
価及び新たな個別訓練指導による評価の情報分析から得られた知見をＱＳＳ（ＳＴＣＷ条約に基づく資質基準制度）マネジメントレ
ビューを通じて即時に実習に反映していること、③①及び②の取組により、訓練の問題点の改善に努めた結果、当直訓練に対す
る実習生の満足度評価が高かったことをもってＳ評定（優れた実施状況にあると認められる）としている。 

しかしながら、①及び②の取組により、訓練を速やかに改善することは、年度計画において目標に掲げられており、また、当直
訓練に対する実習生の満足度評価は、様々の実習項目のうちの一つであることから、これらのことのみをもって、「単に順調に目
標を達成している（しつつある）のみならず、それ以上に積極的に評価すべき付加的な実績・内容が必要」とされるＳ評定とする説
明にはならない。 
今後の評価に当たっては、国民に対して分かりやすい評価を行う観点から、評定の具体的な理由、根拠等を明らかにして評価

を行うべきである。 
  一般管理費及び業務経費については、中期計画では「中期目標期間中に見込まれる当該経費総額」、年度計画では「平成 23

年度予算」を評価指標としている。 
しかしながら、貴委員会の評価結果をみると、評価指標については「中期計画の初年度予算額」と記載されており、評価指標の

記載が統一されていないことから、目標の達成状況が分かりにくくなっている。 
今後の評価に当たっては、国民に対して分かりやすい評価を行う観点から、評価指標の記載を統一した上で、適確な評価を行

うべきである。 
  航海訓練所の航海訓練事業及び海技教育機構の船員養成・再教育事業については、受益者負担に関する具体的な実施計画

を平成 23 年度中に策定するとされていたが、両機構とも同計画を早急に取りまとめるべく関係機関との調整を行っているものの、
24 年 10 月現在においても策定には至っていない。 

しかしながら、貴委員会の評価結果においては、「平成 23 年度において取り組むこととされている事項は着実に実施されてお
り、適切と認められる。」としており、同計画が 23 年度において策定されていないことを踏まえての指摘を行っていない。 
今後の評価に当たっては、政府方針等も踏まえつつ事実関係を適切に把握し、評価を行うべきである。 
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法 人 名 独立行政法人海技教育機構（平成 18 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：鋤柄 好利） 

目  的 船員（船員であった者及び船員となろうとする者を含む。以下同じ。）に対し船舶の運航に関する学術及び技能を教授すること等
により、船員の養成及び資質の向上を図り、もって安定的かつ安全な海上輸送の確保を図ることを目的とする。 

主要業務 １ 船員に対し船舶の運航に関する学術及び技能を教授。２ 船舶の運航に関する高度の学術及び技能に関する研究。３ 前二
号の業務に附帯する業務。４ 国土交通大臣の行う船舶の保安の確保に関する講習（国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の
確保等に関する法律第八条第二項の規定による同条第一項の講習）の実施。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 教育機関分科会（分科会長：宮下 國生） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.mtea.ac.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
Ｈ19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

第 2 期中期 

目標期間 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 順調 A Ａ Ａ Ａ 1. 総合評価は、19 年度か
ら 20 年度までは、極め
て順調、順調、概ね順
調、努力の４段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段階
評価。 

2. 項目別評価は、19 年度
から 20 年度までは、5、
4、3、2、1 の５段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段階
評価。 

3. 項目３．の（ ）内は、中
期目標期間の評価に係
る項目。 

4. 項目７． (1) の（  ）内
は、22 年度までの項目
名。 

5. 第２期中期目標期間の
評価では、項目３．から
項目６．までを「財務内
容の改善に関する事
項」として一括して評価 

6. なお、詳細な評価基準
（手法）は第２部第２節１
（２）「評価基準等」を参
照。 

＜項目別評価＞       

 
1.業務運営の効率化       

  
(1)組織運営の効率化 3 点 4 点 A Ａ Ａ Ａ 

  
(2)人材の活用 4 点 3 点 S Ａ Ａ Ａ 

  
(3)業務運営の効率化 3 点×3 

4 点×1 
3 点×2 

S×１ 
A×２ 

Ａ×３ Ａ Ａ 

 
2.国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上 

   
   

  
(1)海技教育の実施 

4 点×5 
3 点×7 

4 点×6 
3 点×6 

ＳＳ×１ 
S×５ 
A×６ 

Ｓ×３ 
Ａ×９ 

Ｓ×５ 
Ａ×６ 

Ｓ×３ 
Ａ×６ 

  
(2)研究の実施 4 点 4 点 Ｓ Ａ Ａ Ａ 

  
(3)成果の普及・活用促進 4 点×3 

4 点×2 
3 点×1 

Ｓ×１ 
Ａ×２ 

Ａ×３ Ａ Ａ×３ 

  (4)内部統制の維持・充実  ３点 Ａ Ａ  Ａ 

  
(5)業務運営の情報化・電子化の取

組 
   

  
Ａ 

 
3.予算（4. 財務内容の改善）     

Ａ 

 

  
(1)自己収入の確保 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ 

  

(2)予算 
(3)期間中の収支計画 
(4)期間中の資金計画 

3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ 

 
4.短期借入金の限度額 － － － － － 

 
5.重要財産の処分等に関する計画 － － － － － 

 
6.剰余金の使途 － － － － － 

 
7.その他業務運営に関する事項       

  
(1)施設・設備の整備（施設・設備に

関する計画） 
－ 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  (2)保有資産の検証・見直し      Ａ 

  
(3)人事に関する計画 3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  (4)積立金の使途      Ａ 

  (5)その他     － Ｓ 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（総合評価に至った理由） 
 法人の業務実績は、評定の分布状況を踏まえ、中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 
 施設・設備の老朽化による教育機材への影響をよく検討し、必要な機材の更新等を図るように努めるべきである。 
 資質教育に対する専修科への学生アンケートは今年度開始したところであるので、本科を含めそれへの対応による具体的な成果
を今後も継続して検証する必要がある。 

 寮生活は、特に船員として求められる資質を涵養する大切なツールの一つであり、施設の老朽化に起因する学生の不満を解消す
るために一層の努力が必要である。 

 卒業者に対する業界の要望に応えていくよう工夫が必要である。 
 国際条約の改正に対応した訓練・講習の展開・実施を期待する。 
また、予期せぬ災害や事故の発生に備え、独自のＢＣＰ（Business Continuity Plan）の構築・運用が求められる。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 
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海技教育の実施 2(1)  資格教育については、ゆとり世代の生徒・学生
の基礎学力の向上を図るとともに、成績不振
者には通常の補講とは別に適宜補講を行うな
ど、学力の底上げを図っている。 
また、メンタル面においてもサポートを行うな
ど、きめ細やかな指導により、高い目標値を上
回る実績を上げている。 
 
 
 
 職員による求人依頼のための船社訪問、情報
の収集・提供、きめ細やかな就職活動の指導
等、多彩な取組により目標を大きく上回る実績
を上げている。 
 
 
 
 
 
 
 中学、高等学校への訪問、体験入学、オープ
ンキャンパスを始め、積極的な広報活動を展
開し、少子化の時代にあっても定員の２倍を超
える応募者を集めている。 

 海技士国家試験の合格率向上のため、補講
の実施やメンタル面へのサポートなどきめ細
かい指導の結果、本科，専修科，海上技術コ
ースのいずれのコースも目標値を越えてお
り、総合的に優れた実績を達成していると評
価する。 
 学力蓄積度が低いゆとり世代の生徒・学生を
相手にしていることを考慮すると、高い合格率
を維持しており、高く評価する。 
 
 就職状況が厳しい中で、機構職員による強力
な就職支援活動の結果、目標値を大きく上回
る（本科で 96.3%、専修科で 97.8％）海事関連
企業への就職率を達成している点を評価す
る。 
 機構の卒業生総数に対する就職者の割合
は、過去３年度間にわたり 90%に近い高いレ
ベルにあり、実績を継続的に維持していること
を高く評価する。 
 
 オープンキャンパス等の積極的な広報活動の
成果として、入学定員の 2.5 倍という過去最高
の応募者を確保したことを評価する。 
 3000 校に近い中学、高校の学校訪問を含
め、機構職員による地道な活動等、各種の幅
広い広報活動により高い応募率を維持してい
ることを評価する。 

その他主務省令で定
める業務運営に関す
る事項 
（その他） 

7(5)  本科及び専修科においては、寮生活指導等
により新人船員に求められる涵養を図るととも
に即戦力化への対応として航海訓練所との作
業部会において、内航練習船を活用した新た
な教育訓練案を策定している。 
なお、船員養成の規模、体制については、「船
員(海技者)の確保・育成に関する検討会」の
報告を踏まえ、引き続き検討を行うこととしてい
る。 
 東日本大震災により宮古校が被災（艇庫や舟
艇類が損傷）したが、入学式を含め宮古校の
教育業務については、第一四半期までの期間
を清水校で行うなど、迅速かつ的確な対応に
より教育業務に支障が生じないように対応して
おり、海技士国家試験、海事関連就職率とも
に目標値を上回る実績となっている。 

 内航用練習船を活用した教育訓練案の策
定、船員養成の確保育成に関する積極的な
取組が図られている点を評価する。 
 東日本大震災により宮古校が被災を受けたに
も関わらず、宮古校の教育業務を清水校で行
うなどの迅速・的確な対応により、海技士国家
試験合格率と海事関連就職率においてともに
目標値を上回る優れた実績を上げていること
を高く評価する。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

  

  施設・設備の整備については、貴委員会の評価結果をみると、「年度計画で予定されている清水校総合実習棟は、計画の
変更があったものの、平成 23 年８月に竣工した」として、Ａ評定（着実な実施状況にあると認められる）としている。 

業務は年度計画に従って実施されているが、「計画の変更」についての説明が不十分であることから、中期計画等における
「整備計画を策定し、効果的な業務運営を図る」という目標が着実に実施されたと言えるかどうか不明である。 
今後の評価に当たっては、国民に対して分かりやすい評価を行う観点から、評定の理由等を明らかにした上で評価を行う

べきである。 
  独立行政法人の保有資産については、既往の政府方針等において、幅広い資産を対象に自主的な見直しを不断に行うこ

ととされている。また、具体的取組において、運営費交付金債務と欠損金等との相殺状況に着目したいわゆる溜まり金の洗い
出し状況について特に留意することとされている。 

本法人において、中期目標期間最終年度における運営費交付金債務の精算収益化額と、平成 16 年度及び 17 年度当時
の旧独立行政法人海員学校沖縄海上技術学校の売却に伴い計上した売却損等のキャッシュ・フローを伴わない損失の計上
により発生した欠損金とが相殺され、積立金とならなかった金額が生じており、平成 23 年度末時点において当該金額につい
て国庫納付されずに内部に預金として留保されている状況にあった。 

しかしながら、このような預金を留保していたことについて、貴委員会の評価結果をみると、具体的取組において特に留意
することとされているいわゆる溜まり金の精査における運営費交付金債務と欠損金等との相殺状況に着目した洗い出し状況に
ついて、「該当なし」として特段の記載はない。 
今後の評価に当たっては、上記を踏まえた適切な評価を行うべきである。 

  航海訓練所の航海訓練事業及び海技教育機構の船員養成・再教育事業については、受益者負担に関する具体的な実施
計画を平成 23 年度中に策定するとされていたが、両機構とも同計画を早急に取りまとめるべく関係機関との調整を行っている
ものの、24 年 10 月現在においても策定には至っていない。 
しかしながら、貴委員会の評価結果においては、「平成 23 年度において取り組むこととされている事項は着実に実施されて

おり、適切と認められる。」としており、同計画が 23 年度において策定されていないことを踏まえての指摘を行っていない。 
今後の評価に当たっては、政府方針等も踏まえつつ事実関係を適切に把握し、評価を行うべきである。 
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法 人 名 独立行政法人航空大学校（平成 13 年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：殿谷 正行） 

目  的 航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成することにより、安定的な航空輸送の確保を
図ることを目的とする。 

主要業務 １ 航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者の養成。２ 前号の業務に附帯する業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 教育機関分科会（分科会長：宮下 國生） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.kouku-dai.ac.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

第 2 期中期 

目標期間 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 順調 Ａ Ａ Ａ Ａ 1. 総合評価は、19 年度
から 20 年度までは、
極めて順調、順調、概
ね順調、努力の４段階
評価であり、21 年度か
らは、SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

2. 項目別評価は、19 年
度から 20 年度まで
は、5、4、3、2、1 の５
段階評価であり、21年
度からは、SS、S、A、
B、C の５段階評価。 

3. 第２期中期目標期間
の評価は、SS、S、A、
B、C の５段階評価。 

4. 項目３の（ ）内は、中
期目標期間の評価に
係る項目。 

5. なお、詳細な評価基
準（手法）は第２部第２
節１（２）「評価基準等」
を参照。 

＜項目別評価＞       

 
1.業務運営の効率化       

  
(1)組織運営の効率化 3 点 4 点 Ｓ Ａ Ａ Ａ 

  
(2)人材の活用 4 点 4 点 Ｓ Ｓ Ｓ Ａ 

  
(3)業務の効率化 3 点×5 

4 点×1 
3 点×4 

Ｓ×１ 
Ａ×４ 

Ｓ×１ 
Ａ×４ 

Ａ×５ 
Ｓ×１ 
Ａ×５ 

 
2.国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上 

    
 

 

  
(1)教育の質の向上 

4 点×1 
3 点×4 

4 点×4 
3 点×1 

Ｓ×２ 
Ａ×３ 

Ｓ×１ 
Ａ×４ 

Ｓ×１ 
Ａ×４ 

Ａ×４ 

  
(2)操縦士養成の新たな手法等
の検討 

     Ａ 

  
(3)航空安全に係る教育等の充
実 

4 点×1 
3 点×3 

3 点×4 Ａ×４ 
Ａ×３ 
Ｂ×１ 

Ａ×３ 
Ｂ×１ 

Ｃ 

  
(4)私立大学等の民間操縦士養

成機関への協力 
     Ａ 

  
(5)航空技術安全行政への技術

支援機能の充実 
3 点×2 3 点×2 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

Ａ×２ Ａ×２ 

  
(6)成果の活用・普及 

4 点×1 
3 点×1 

4 点×1 
3 点×1 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

Ｂ 

  
(7)内部統制の充実・強化      Ａ 

  (8)企画調整機能の拡充 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ  

 
3.予算、収支計画及び資金計画（財
務内容の改善） 

3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ  

  
(1)予算、収支計画及び資金計

画 
    

 
Ａ 

  (2)人件費削減の取り組み      Ａ 

  (3)自己収入の拡大      Ａ 

 
4.短期借入金の限度額 － － － －  － 

 5.不要財産の処分等に関する計画      － 

 
6.重要財産の譲渡等に関する計画 － － － －  Ａ 

 
7.剰余金の使途 － － － －  － 

 
8.その他業務運営に関する事項       

  
(1)施設及び設備に関する計画 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  (2)保有資産の見直し等      Ａ 

  
(3)人事に関する計画 3 点×2 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
２．府省評価委員会による平成 23 度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（総合評価に至った理由） 
 評定の分布状況を踏まえ、中期目標の達成に向けて着実な実施状況が認められる。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 
 アサーションの実施方法の明確化等、事故再発防止策を講じたうえで、平成 23 年 10 月に帯広校での訓練を再開したことは評

価できるが、３年連続の航空機事故発生という点を重くとらえるべきである。 
過去の教訓が生かされているとは言い難く、徹底的な検証と対策の策定を通じた更なる改善の努力を望む。 

 飛行前の機体の点検、健康状態の確認をしっかり実施していくべきである。 
 PDCA サイクルによる十分条件としての Check（見直し）と Action（改善）における安全上の問題や機能不十分な点が明らかにさ

れておらず，見直し結果で明らかになった問題に対する有効な対策の実施が不明瞭である。単に決まり事の確認といった型ど
おりの見直しや実効性のない改善ではなく，傾向や兆候の背景まで見直し，具体的な方法や必要な資源を提供するための措
置など，継続的・持続的改善策が求められる。 

 FTD により，過去に航空大学校で発生した事故の対処訓練を実施することなどを考えるべきである。 
 対地衝突防止装置、空中衝突防止装置、飛行記録装置、操縦室用音声記録装置等の機器搭載はコスト面の問題はあるが、訓

練機に搭載すれば機器の取り扱いや操作に習熟し旅客機の操縦に役立つと思う。 
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 今後は人事交流の具体的成果についても踏み込んで検証する必要がある。 
 震災の影響による、学生数の確保未達、広報活動の停滞等についても、早期に正常化が行われることを期待する。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

業務の効率化 
（教育支援業務の効
率化） 

1(3)  東日本大震により仙台分校のＣ90Ａ、Ｇ58合
わせて７機が流された。このため、新世代の
航法装置を有するＧ58への移行に伴い退役
予定であったＣ90Ａの退役を遅らせるととも
に、Ｇ58の代替機の導入を進めることで訓練
機材を確保し、年度内にＣ90Ａの退役を完
了させている。また、並行して、新たに導入し
たＧ58 型機の運用を行い、運航及び定時整
備の実績データを取得している。 

 新世代航法装置を装備した G58 型機によ
って業務効率化がなされたことは評価でき
る。 

 震災で失った機材の代替導入を進める中
で、退役予定の旧機材の退役を完了させた
ことは、困難な課題を迅速に解決したという
意味で評価できる。 

航空安全に係る教育
等の充実 

2(3)  ７月 28 日、帯広分校におけ飛行訓練におい
て、３名（学生１名、教官２名）が死亡、１名
（学生）が重傷を負う航空事故が発生した。 
航空大学校としては、このような悲惨な事故
が二度と起きないよう、理事長をはじめ役職
員が一丸となって安全対策を更に強化し、安
全運航の確保に万全を期し、学生に安心し
て教育を受けてもらえるように一層努力を重
ねている。 
また、平成 22 年 11 月５日、宮崎空港滑走路
上で発生した訓練機のかく座事故を受けて、
平成 23 年度に安全管理制度について、リス
ク評価の対象となる期間の明確化及び発生
可能性の算出方法の明確化等、リスク評価
方法の見直しを行い、安全管理制度を適切
に運用できるようにしている。また、教官・学
生に対し、安全教育を実施している。 

 前中期計画期間中の平成 21 年と 22 年にも
機体を損傷する事故が発生しており、これで
３年連続の事故発生となる。特に今回は３名
もの死亡者が出た。事故発生の都度、再び
事故を起こさないよう対策を立てているもの
の、結果的に訓練中に死亡事故が発生した
事実を、きわめて重く受け止めるべきであ
る。 

成果の活用・普及 2(6)  平成23年度においては、東日本大震災等の
影響もあり、「空の日」イベントは実施できな
かった。 
また、以下のとおり、航空教室及び市民航空
講座を実施し、航空思想の普及、啓発を図っ
ている。 
【航空教室】 
宮崎本校：３回 
帯広分校：２回 

【市民航空講座】 
宮崎本校：２回 
帯広分校：２回 

 東日本大震災というやむを得ない原因があ
ったものの、航空機事故の影響と併せ、空の
日行事を実施できない等、目標を下回って
しまった。 

 航空大学校の信頼がゆらぐような事故を二
度と起こさないよう努力し、今後は今まで以
上の航空思想の普及・啓発を行なってほし
い。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし。 
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法 人 名 自動車検査独立行政法人（平成 14 年７月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：竹内 浄） 

目  的 自動車の検査に関する事務のうち、自動車が保安基準に適合するかどうかの審査を行うことにより、自動車の安全性の確保及び自
動車による公害の防止その他の環境の保全を図ることを目的とする。 

主要業務 １ 自動車が保安基準に適合するかどうかの審査。２ 前号の業務に附帯する業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 自動車検査分科会（分科会長：大聖 泰弘） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.navi.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年（平成 23 年４月１日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

第 2 期中期 

目標期間 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 順調 A A A A 1. 総合評価は、19 年度か
ら 20 年度までは、極め
て順調、順調、概ね順
調、努力の４段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段
階評価。 

2. 項目別評価は、19 年度
から 20 年度までは、5、
4、3、2、1 の５段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段
階評価。 

3. 第２期中期目標期間の
評価は SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

4. 第２期中期目標期間の
評価では、項目３から
項目６までを「財務内容
の改善に関する事項」
として一括して評価。 

5. なお、詳細な評価基準
（手法）は第２部第２節１
（２）「評価基準等」を参
照。 

 

＜項目別評価＞       

 
1.国民に対して提供するサービス
その他の業務の質の向上 

  
 

 
 

 

  
(1)厳正かつ公正・中立な審査
業務の実施の徹底 

4 点×1 
3 点×８ 

4 点×５ 
3 点×４ 

S×3 
A×6 

S×４ 
A×５ 

S×３ 
A×４ 

S×１ 
A×６ 

  
(2)検査情報の電子化等による
検査の高度化 

5 点×1 
4 点×2 
－×1 

4 点×１ 
3 点×３ 

S×2 
A×2 

S×2 
A×2 

S×2 
A×2 

A×３ 

  
(3)受検者等の安全性・利便性
の向上 

4 点×1 
3 点×４ 

4 点×４ 
3 点×１ 

S×3 
A×2 

S×１ 
A×３ 
Ｂ×１ 

S×１ 
A×１ 

A×４ 
B×１ 

  
(4)自動車社会の秩序維持 

4 点×２ 
3 点×３ 

4 点×３ 
3 点×２ 

S×4 
A×1 

S×５ S×４ 
S×３ 
A×２ 

  
(5)国土交通省、関係機関との
連携強化 

     
S×１ 
A×２ 

 
2.業務運営の効率化       

  
(1)組織運営 

4 点×1 
3 点×１ 

3 点×２ A×2 A×2 A×2 A×2 

  
(2)業務運営 3 点×３ 

4 点×１ 
3 点×２ 

S×1 
A×2 

S×1 
A×2 

S×1 
A×2 

A×５ 

  
(3)主要な業務・システムに係
る最適化計画の策定等 

3 点 3 点 A － A 
 

 
3.予算、収支計画及び資金計画 3 点 3 点 A A 

A 

A 

 
4.短期借入金の限度額 － － - - - 

 
5.重要財産の処分計画 － － - - - 

 
6.剰余金の使途 － － - - - 

 
7.その他業務運営に関する事項       

  
(1)施設及び設備に関する計
画 

3 点 3 点 A A A A 

  
(2)人事に関する事項 3 点 3 点 A A A A 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 項目別評点の最頻値 

（法人の業務の実績） 
 検査法人は、的確で厳正かつ公正な審査業務を実施するため、不当要求の防止や職員能力、意欲の向上等の取組を推進して

いる。 
 これらに加え、高度化施設を運用するとともに、検査情報の有効活用や新技術等に対応した審査方法の改善等、業務の質の向

上に向けた取組を推進している。 
 この他、街頭検査については、目標台数を上回るだけでなく、不正改造車が多いと想定される場所、状況で実施する等、効率的

かつ効果的な街頭検査に努めている。また、高度な技術が必要となる車台番号の改ざんやリコール事案の発見について、その
技術の伝承等に積極的に取り組んでいる。 

 業務運営の効率化については、各事務所の業務量を踏まえた効率的な人員配置とする等の取組を実施している。 
 以上のとおり中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

受検者等の安全性・
利便性の向上 
（受験者等の事故防
止対策の実施） 

1.(3)  重大な人身事故となる恐れがある、排出ガス測定時
に受検者が後続車にはさまれる事案をなくすため排
出ガス測定器を改良し、同事案の発生件数がゼロ
（平成 22 年度２件）となっている。 

 人身事故件数については中期目標達
成のための目安の 15 件以下とはなっ
ていないが、排出ガス測定時の人身
事故等、再発防止策に取組み成果を
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 引き続き、「安全衛生実施計画」の策定・徹底、マル
チテスタ等の事故防止に有効な機器の導入、各事務
所等における事故原因の分析、再発防止策の検討、
情報の共有等の取組を実施している。 

 平成 23 年度の人身事故件数は 17 件と平成 22 年度
と同数になっており、そのうち受検者の人身事故は５
件（29％）である。 

あげており、また、平成 23 年度の人身
事故は、職員自身の事故が 70％を占
めており、再発防止策として職員に対
して危険予知トレーニングを実施・徹
底することにより、今後、これら再発防
止策が有効に機能すると考えられるこ
とから、概ね着実な実施状況にあると
認められる。 

自動車社会の秩序維
持 
（不正改造車対策の
強化（不正改造車撲
滅のための啓発活
動）） 

1.(4)  ４つのカスタムカーショウに自動車検査官を延べ 42名
派遣しており、保安基準に適合しないにもかかわら
ず、公道走行が出来ない旨の表示をしていない展示
車両 64 台に対して文書により注意喚起している。 
 カー用品販売会社３店舗に自動車検査官を延べ９名
派遣しており、保安基準に適合しないおそれのある33
件について、適切な表示等を行うよう注意喚起してい
る。 

 不正改造車を排除するため、単純な
啓発活動ではなく、実際に会場や店
舗に検査官を派遣し、具体的に注意
を行っており、優れた実施状況にある
と認められる。 

国土交通省、関係機
関との連携強化 
（リコール対策への貢
献） 

1.(5)  国土交通省におけるリコールに該当する不具合の早
期発見、迅速なリコールに役立つよう、各事務所に対
する周知徹底、業績表彰等を通じ、日常の審査業務
において、問題意識をもって審査を実施し、情報収集
に努めている。 
 各事務所からの車両不具合情報を精査し、その原因
が車両の設計又は製作の過程にあると思われる情報
14件について、国土交通省に対して車両不具合情報
として報告を行っている。このうち、５件がリコール届
出されている。 

 リコール事案の発見については、日々
の審査業務を問題意識をもって業務
を行うことが必要であり、業績表彰や
事案のイントラネットへの掲載等を通じ
て、その醸成に努めており、優れた実
施状況にあると認められる。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

・  不正改造車撲滅のための啓発活動については、貴委員会の評価結果をみると、「不正改造車を排除するため、単純な啓発活
動ではなく、実際に会場や店舗に検査官を派遣し、具体的に注意を行っており、優れた実施状況にあると認められる」としてＳ評
定（優れた実施状況にあると認められる）としている。 
会場や店舗に検査官を派遣し、具体的に注意を行う当該取組は、本法人の自主改善努力として、平成17年度から７年連続で

取り組まれており、19年度から５年連続でＳ評定とされている。 
しかしながら、平成23年度は検査官の派遣人数、派遣店舗数等が減少しており、経年的な状況を考慮すると、23年度の評価を

Ｓ評定とする理由が分かりにくくなっている。 
この点について、本法人は、実績が減少した背景には東日本大震災の影響があり、また、平成23年度においては、最近普及が

著しい携帯電話ホルダー等のアクセサリー類について重点的に調査を実施したことをＳ評定とする理由の一つとしているが、その
ような記載は評価結果にはない。 
今後の評価に当たっては、国民の理解に資する観点から、経年的な評価の状況も踏まえつつ、評価に影響を与える事象があっ

た場合には、それを評定の理由等において言及した上で評価を行うべきである。 
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法 人 名 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（平成 15 年 10 月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：石川 裕己） 

目  的 鉄道の建設や、鉄道事業者、海上運送事業者などによる運輸施設の整備を促進するための助成などの支援を行うことを通じて、
大量輸送機関を基幹とする輸送体系の確立等を図るとともに、運輸技術に関する基礎的研究を行うことにより、陸上運送、海上運
送及び航空運送の円滑化を図ることを目的とする。 

主要業務 １ 新幹線鉄道等の鉄道施設の建設、貸付け等。２ 船舶の共有建造等。３ 高度船舶技術の研究開発及び実用化支援。４ 運
輸分野に関する基礎的研究。５ 鉄道施設整備を行う鉄道事業者等に対する補助金等の交付。６ 旧国鉄職員の年金等の給付
に要する費用の支払等。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 鉄道建設・運輸施設整備支援機構分科会（分科会長：前川 宏一） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.jrtt.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 20 年４月１日～平成 25 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

第 1 期中期 

目標期間 
H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 A 順調 Ａ Ａ Ａ 1. 総合評価は、19 年
度から 20 年度まで
は、極めて順調、順
調、概ね順調、努力
の４段階評価であり、
21 年度からは、SS、
S、A、B、C の５段階
評価。 

2.項目別評価は、19 年
度から 20 年度まで
は、5、4、3、2、1 の５
段階評価であり、21
年度からは、SS、S、
A、B、C の５段階評
価。 

3.第１期中期目標期間
の評価は SS、S、A、
B、C の５段階評価。 

4.※印の項目に関して
は、項目 2.(4)と併せ
て評価している。ま
た、＊印の項目に関
しては、項目 1.(1)に
おいて評価してい
る。 

5.なお、詳細な評価基
準（手法）は第２部第
２節１（２）「評価基準
等」を参照。 

 

＜項目別評価＞       

 
1.業務運営の効率化       

  
(1)総括的業務 3 点×8 A×2     

  
(2)鉄道建設業務 

4 点×2 
3 点×2 

S×2 
A×2 

 
 

 
 

  
(3)船舶共有建造業務 3 点 A     

  
(4)造船業構造転換業務  A     

  
(5)国鉄清算業務 3 点 A     

 
2.国民に対して提供するサービ
スその他の業務の質の向上 

   
 

 
 

  
(1)鉄道建設業務 

4 点×4 
3 点×4 

SS×1 
S×3 
A×2 

 
 

 
 

  
(2)船舶共有建造業務 

4 点×1 
3 点×1 

A×2  
 

 
 

  
(3)鉄道助成業務 3 点×3 A×2     

  
(4)技術支援、調査研究開
発、国際協力等業務 

4 点×4 
3 点×6 

SS×1 
S×3 
A×1 

 
 

 
 

  
(5)造船業構造転換業務  A     

  
(6)国鉄清算業務 3 点×2 

S×2 
A×1 

 
 

 
 

 
3.予算、収支計画及び資金計画       

  
(1)予算、収支計画及び資金
計画 

3 点    
 

 
 

  
(2)総括的業務 3 点×2 S     

  
(3)船舶共有建造業務 

4 点×2 
3 点×1 

S×1 
A×2 

 
 

 
 

  
(4)改造融資業務等の適正な
処理 

3 点 A  
 

 
 

  
(5)実用化助成業務 3 点※      

  
(6)造船業構造転換業務 3 点 A     

  
(7)内航海運活性化融資業務 3 点 A     

 
4.短期借入金の限度額 3 点      

 
5.重要財産の処分計画 －      

 
6.剰余金の使途 －      

 
7.その他業務運営に関する事項       

  
(1)施設・設備に関する計画 －       

  
(2)人事に関する計画 3 点＊       

  
(3)契約に関する計画 3 点      

 
1.国民に対して提供するサービ
スその他の業務の質の向上 

   
 

 
 

  
(1)鉄道建設業務   

4 点×3 
3 点×6 

Ｓ×４ 
Ａ×５ 

ＳＳ×１ 
Ｓ×２ 
Ａ×６ 

Ｓ×３ 
Ａ×６ 

  
(2)船舶共有建造業務   

5 点×1 
4 点×1 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

Ｓ×１ 
Ａ×１ 

  
(3)鉄道助成業務   3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
(4)技術力の活用、技術研究
開発及び実用化に対する

  
4 点×3 
3 点×1 

Ｓ×３ 
Ａ×１ 

Ｓ×２ 
Ａ×２ 

Ｓ×２ 
Ａ×２ 
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支援等 

  
(5)国鉄清算業務   3 点×2 Ａ×２ Ａ×２ Ａ×５ 

  
(6)業務全般に関する項目   3 点×3 Ａ×３ Ａ×３ Ａ×３ 

 
2.業務運営の効率化       

  
(1)組織の見直し   3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
(2)経費・事業費の削減   3 点×2 Ａ×２ Ａ×２ Ａ×２ 

  
(3)随意契約の見直し   3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
(4)資産の有効活用   3 点 Ａ Ａ Ａ 

 
3.予算、収支計画及び資金計画       

  
(1)予算、収支計画及び資金
計画 

  3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
(2)財務内容の改善   

4 点×1 
3 点×3 

Ａ×４ 
Ｓ×1 
Ａ×3 

Ｓ×1 
Ａ×3 

 
4.短期借入金の限度額   3 点 Ａ Ａ Ａ 

 
5.重要な財産の譲渡等に関する
計画 

  － －  
 

 
6.剰余金の使途   － － － － 

 
7.その他業務運営に関する重要
事項 

   
 

 
 

  
(1)人事に関する計画   3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
(2)積立金の使途   － － － － 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 各事業分野において、目標を上回る成果を達成しており、着実な業務実績を挙げているものと評価できる。評点の分布状況からみ
て総合評定はＡとした。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 
 工事関係事故防止活動については、平成 23 年度において作業員の死亡事故が２件発生していることから、こうした事故を防止する
ための取組みをさらに徹底する必要がある。事故防止策の実施に当たっては、これまでの事故防止活動が十分なものであったかに
ついての見直しも含め、事故原因の分析に基づく的確な防止策を講じるべき。 
 我が国の優れた鉄道技術を海外展開する件について、協力の機会は増えたが、実際の建設までの道のりは遠く、引続き政府レベル
での支援が必要と考える。これを乗り越えて、建設と運行までの協力ができることが望まれる。 
 鉄道事業の再評価が世界各地域で進められているなかで、事業経験の豊富な機構が我が国のリーダーシップを取れる人材育成
に、長期的に取り組んで欲しい。 

（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

鉄道建設業務 
（受託工事） 

1(1)  震災復興の受託工事では、三陸鉄道の復旧に
全面的に関わり、枠内張コンクリートの格子枠工
による盛土工事やＧＲＳ一体橋梁などの成果を
応用して質の高い工事を遂行し、また過去に受
託した仙台空港線の復旧工事では、自発的アフ
ターケア体制の下で機構内に協力支援体制を
構築し、同線の早期全面再開を達成。 

 震災による緊急工事に迅速に対応するばかりで
なく、新たな防災機能を付加。 

 三陸鉄道、仙台空港線に対し、復旧に向けた迅
速な準備がなされ、早期の運行再開を実現。 

 震災の復興工事の遂行、とりわけ過去に受託し
た仙台空港線の復旧工事では、自発的アフタ
ーケア体制の下で機構内に協力支援体制を構
築し、同線の早期全面再開を達成し、仙台空
港株式会社から感謝状を得るなど、その真摯な
業務遂行は高く評価できる。 
 鉄道建設においては災害に強い技術開発をす
るなど、時代の求めに対応した研究開発を重視
していることは評価できる。 
 鉄道建設業務に関しては、その基礎となる高い
技術力の維持と向上が図られるとともに、他機
関から高い評価を受けている。 

船舶共有建造業
務 
（船舶建造等に
お け る 技 術 支
援） 

1(2)  新形式２軸型ＳＥＳ船型を開発し、在来船比で少
なくとも 10～15％程度の省エネ効果を達成する
とともに出港時の操船性を向上させることを実
証。さらに二重反転プロペラ採用のＳＥＳ船のプ
ロペラ軸の検査を軸の抜出なしで行う技術を開
発して、保守整備費用の削減に寄与したことに
加え、先進二酸化炭素低減化船の機構開発船
型を普及促進。 

 内航船舶建造では省エネとＣＯ２削減に適応し
た船種・船型を開発するなど、時代の求めに対
応した研究開発を重視していることは評価でき
る。 
 船舶業務に関しては、その基礎となる高い技術
力の維持と向上が図られるとともに、他機関から
高い評価を受けている。また、継続して地球温
暖化対策が実行され、その成果が出ている。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

  内航海運活性化融資業務に係る手数料については、「独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性」
（平成 18 年 11 月 27 日付け政委第 23 号政策評価・独立行政法人評価委員会通知）の「第１ 内航海運活性化融資業務の収束に
向けた取組等」において、「説明責任を徹底する観点から、その使途を業務実績報告書等において公表するものとする」との指摘
を行っている。 
しかしながら、本法人においては、内航海運活性化融資業務に係る手数料の使途について、業務実績報告書等に十分な記載

がされておらず、また、貴委員会においてはこれについての評価を行っていない。 
今後の評価に当たっては、国民への説明責任を果たす観点から、本法人における内航海運活性化融資業務に係る手数料の使

途を業務実績報告書等で明らかにさせた上で評価を行うべきである。 
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法 人 名 独立行政法人国際観光振興機構（平成 15 年 10 月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：松山 良一） 

目  的 海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内その他外国人観光旅客の来訪の促進に必要な業務を効率的に行う
ことにより、国際観光の振興を図ることを目的とする。 

主要業務 １ 外国人観光旅客の来訪を促進するための宣伝。２ 外国人観光旅客に対する観光案内所の運営。３ 通訳案内士法（昭和 24
年法律第 210 号）第 11 条第１項の規程による通訳案内士試験の実施に関する事務。４ 国際観光に関する調査及び研究。５ 国
際観光に関する出版物の刊行。６ 前各号の業務に附帯する業務。７ 国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等による国
際観光の振興に関する法律（平成６年法律第 79 号）第 11 条に規定する業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 国際観光振興機構分科会（分科会長：佐藤 喜子光） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.jnto.go.jp/jpn/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年（平成 20 年４月１日～平成 25 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

第 1 期中期 

目標期間 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 S 順調 Ａ Ａ Ａ 1. 総合評価は、19 年
度から 20 年度まで
は、極めて順調、
順調、概ね順調、
努力の４段階評価
であり、21 年度か
らは、SS、S、A、B、
C の５段階評価。 

2. 項目別評価は、19
年度から 20 年度ま
では、5、4、3、2、1
の５段階評価であ
り、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５
段階評価。 

3. 第１期中期目標期
間の評価は SS、S、
A、B、C の５段階
評価。 

4. ※印のある項目は
「評価済み」との記
載あり。 

5. 項目 2.(3)の（ ）内
は、中期目標期間
の評価に係る項
目。 

6. 第１期中期目標期
間の評価では、項
目 3.から項目 6.ま
でを「財務内容の
改善に関する事
項」として一括して
評価。 

7. なお、詳細な評価
基準（手法）は第２
部第２節１（２）「評
価基準等」を参照。 

＜項目別評価＞       

 
1.業務運営の効率化 4 点 S     

  
(1)組織運営 3 点 Ａ     

  
(2)職員の意欲向上と能力啓発 4 点 S     

  
(3)業務運営の効率化の推進 

4 点×2 
3 点×1 

S  
 

  

  
(4)人件費削減の取組み 4 点 S     

 
2.国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上 

   
   

  

(1)官民パートナーシップで諸外
国との競争に立ち向かう外国
人旅行者誘致活動 

4 点×4 
3 点×3 

S×4 
Ａ×2 

 
 

  

  
(2)効率的・効果的な業務運営の
促進 

4 点×1 
3 点×5 

※ 

S×1 
Ａ×3 

 
 

  

  
(3)事業成果の公表（(3)情報の公
開） 

4 点 S  
 

  

  
(4)附帯する業務 3 点      

 
3.予算、収支計画及び資金計画  

S 

    

  
(1)自己収入の確保 4 点     

  
(2)予算（人件費の見積を含む。） 3 点     

  
(3)収支計画及び資金計画 3 点     

 
4.短期借入金の限度額 －     

 
5.重要財産の処分計画 －     

 
6.剰余金の使途 －     

 
7.その他業務運営に関する事項       

  
(1)人事に関する計画 ※      

  
(2)事業パートナーとの連携強化 ※ Ａ     

  

(3)査証発給手続きの簡素化・迅
速化、輸送力の増強、入国手
続きの簡素化等の施策に関す
る関係機関に対する要請 

3 点 

 

 

 

  

 
Ⅰ.業務運営の効率化に関する目標
を達成するためとるべき措置 

 
  

   

  
1.効率化目標の設定   4 点 Ａ Ａ Ａ 

  
2.総人件費改革   3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
3.組織体制の整備   4 点 Ａ Ａ Ａ 

  
4.関係機関との連携強化   3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
5.随意契約の見直し   3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
6.民間からの出向者等の活用   4 点 Ｓ Ａ Ａ 

  
7.プロパー職員の育成等   4 点 Ｓ Ａ Ａ 

  
8.内部統制の公表   3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
9.活動成果の明確化   3 点 Ｓ Ｓ Ａ 

 

Ⅱ.国民に対して提供するサービス
その他の業務の室の向上に関す
る目標を達成するためとるべき措
置 

 

 

 

 

 

 

  
1.海外宣伝業務  

 4 点×２ 
3 点×２ 

Ｓ×2 
Ａ×2 

Ｓ×３ 
Ａ×１ 

Ｓ×１ 
Ａ×３ 

  
2.国内受入体制整備支援業務   3 点×２ Ａ×2 Ａ×2 Ａ×2 
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3.国際会議等の誘致・開催支援
業務 

 
 

3 点 Ｂ Ｂ Ａ 

 
Ⅲ.予算、収支計画及び資金計画       

 

  
1.自己収入の確保   

3 点 Ａ Ｂ Ｂ 
  

2.予算（人件費の見積りを含
む。） 

 
 

  
3.収支計画及び資金計画   

 
Ⅳ.短期借入金の限度額   － - - - 

 
Ⅴ.重要な財産を譲渡し、又は担保
にする計画 

 
 

－ - - - 

 
Ⅵ.剰余金の使途   － - - - 

 
Ⅶ.その他業務運営に関する事項       

  
1.人事に関する計画   

※ ※ ※ ※   
2.積立金の使途   

  
3.その他中期目標を達成するた
めに必要な事項 

 
 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 平成 23 年度は、東日本大震災の影響、世界的な経済不況や円高等、訪日外国人旅行者を誘致する上には極めて厳しい状況

にあった。しかしながらこうした厳しい条件の中で積極的に事業を展開し、その結果、訪日外国人旅行者が急速に回復してきて
いる。このように積極的に事業を行いながら、一方で、業務運営の効率化や業務の質の向上にも積極的に取り組んでおり、中期
目標・中期計画について着実な実施状況にあると認められる。 

（法人の業務の実績） 
 東日本大震災後、いち早く４言語のポータルサイトを立ち上げ、海外に対して日本の状況を正しく伝える情報発信を行っているこ

とは高く評価できる。しかも、そのサイトは、関係省庁等からも評価され多くリンクされていることも、この取組は高く評価できるもの
であると言える。また、Ｆａｃｅｂｏｏｋページを６箇所追加して 13箇所で運用し、その結果、Ｆａｃｅｂｏｏｋファン数は１年間で約 20万人
から約 40 万人へ倍増し、日本の政府機関のＦａｃｅｂｏｏｋページの中で最多となっている。 など 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

海外宣伝業務 
（訪日外国人誘致の
ための事業（宣伝メデ
ィア広報事業）） 

Ⅱ1 ・ 東日本大震災及び津波による訪日旅行への
影響を、いち早く国内の外国人旅行者及び海
外に向けて伝えるため、地震発生当日から英
語、中国語、韓国語の４言語による情報ポータ
ルサイトを立ち上げ、気象庁の地震津波情
報、東北や関東を中心とした交通情報、計画
停電情報、多言語での各種相談窓口情報
等、訪日旅行中の外国人が必要とする多様な
情報を、概ね５月のＧＷ前まで、土日も不休に
て日々情報更新して提供した。 

・ 世界の登録者数が８億２千万人を超え、多く
の国でインターネット利用者の 50％以上が日
常の情報交換に利用しているＦａｃｅｂｏｏｋを訪
日情報の発信ツールとして更に活用するた
め、新たに５市場（ドイツ、豪州、インド、韓国、
台湾）及び市場を特定しないグローバル版の
Ｆａｃｅｂｏｏｋページを開設し、平成 22 年度まで
に運用を開始した７市場（米国、カナダ、英
国、フランス、タイ、シンガポール、香港）とあ
わせて 13 箇所のＦａｃｅｂｏｏｋページからの情
報発信を行った。写真を活用した日本の多様
な観光魅力の紹介に加え、当該国における日
本フェア等のイベント情報や日本関連のテレ
ビ放映情報等、市場に応じたタイムリーな情報
を日替わりで掲載した結果、平成 24 年３月末
時点でのファン数は合計約 41 万５千人に達
し、平成 23 年３月時点から倍増した。 

 

・ 東日本大震災後の訪日旅行に関する懸念や
風評被害を払拭するため、いち早く４言語の
ポータルサイトを立ち上げ、放射線量の状況
をはじめとする安全安心情報を継続的に発信
するとともに、外国人著名人や訪日外客自身
の視点による動画メッセージ提供等を通じ
て、海外に対して日本の状況を正しく伝える
情報発信を行っていることは高く評価できる。
しかも、そのサイトは、関係省庁や地方自治
体、観光関連民間事業者等からも評価され多
くリンクされていることも、この取組は高く評価
できるものであると言える。 
また、Ｆａｃｅｂｏｏｋページを更に６箇所追加し
て 13 箇所での運用とする等、広報チャネル
の拡大を図り、その結果、Ｆａｃｅｂｏｏｋファン
数は１年間で約 20 万人から約 40 万人へ倍
増し、日本の政府機関のＦａｃｅｂｏｏｋページ
の中で最多となっている。 
 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし。 
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法人名 独立行政法人水資源機構（平成 15年 10月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：甲村 謙友） 

目 的 水資源開発基本計画に基づく水資源の開発又は利用のための施設の改築等及び水資源開発施設等の管理等を行うことにより
産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地域に対する水の安定的な供給の確保を図ることを目的とする。 

主要業務 １ 水資源開発基本計画に基づく次の施設（当該施設のうち発電に係る部分を除く。）の新築（イの施設の新築にあっては、水の
供給量を増大させないものに限る。）又は改築 イ ダム、河口堰、湖沼水位調節施設、多目的用水路、専用用水路その他の水資
源の開発又は利用のための施設 ロ イの施設と密接な関連を有する施設。２ 次の施設の操作、維持、修繕その他の管理（ハの
施設の管理にあっては、委託に基づくものに限る。） イ 水資源開発施設 ロ 愛知豊川用水施設 ハ 水資源開発促進法第三
条第一項に規定する水資源開発水系における水資源の開発又は利用のための施設であって、イ又はロの施設と一体的な管理を
行うことが当該水資源開発水系における水資源の利用の合理化に資すると認められるもの。３ 水資源開発施設又は愛知豊川用
水施設についての災害復旧工事。４ １から３の業務に附帯する業務。５ １から４の業務の遂行に支障のない範囲内で行う委託に
基づく業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 水資源機構分科会（分科会長：濱田 政則） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人:http://www.water.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 20 年４月１日～平成 25 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

第 1 期中期 

目標期間 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 

年度 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 A 順調 A A A 1.総合評価は、19 年
度から 20 年度まで
は、極めて順調、順
調、概ね順調、努
力の４段階評価で
あり、21 年度から
は、SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

2.項目別評価は、19
年度から 20 年度ま
では、5、4、3、2、1
の５段階評価であ
り、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５
段階評価。 

3.第１期中期目標期
間の評価は SS、S、
A、B、C の５段階評
価。 

4.項目３の（ ）内は、
中期目標期間の評
価に係る項目。 

5.なお、詳細な評価基
準（手法）は第２部
第２節１（２）「評価
基準等」を参照。 

 

＜項目別評価＞       

 
1.業務運営の効率化       

 
      (1)機動的な組織運営 4 点 A     

 
     (2)効率的な業務運営 3 点 A     

  
(3)事務的経費の節減 

4 点 S 
 

  
 

 
   (4)人件費の削減  

  
(5)事業費の縮減 3 点 A     

 
2.国民に対して提供するサービス 

その他の業務の質の向上 
  

 
  

 

  
(1)計画的で的確な事業の実施 

4 点×1 
3 点×2 

S×1 
A×2 

 
  

 

 
  (2)的確な施設の管理 

4 点×1 
3 点×2 

S×1 
A×2 

 
  

 

  
(3)災害復旧工事の実施 3 点 A     

 
  (4)総合的なコストの縮減 4 点 S     

  
(5)環境保全への配慮 4 点 S     

 
  (6)危機管理 3 点 A     

  
(7)工事及び施設管理の委託 3 点 A     

  
(8)関係機関との連携（建設） 3 点 A     

 
  (8)関係機関との連携（管理） 3 点 A     

  
(9)説明責任の向上 3 点 A     

  
(10)事業関連地域との連携促進 3 点 A     

  
(11)技術力の維持・向上 4 点 S     

 
3.予算、収支計画及び資金計画 
（財務内容の改善） 

3 点 

A 
 

  
 

  
(1)予算      

  
(2)収支計画      

  
(3)資金計画      

 
4.短期借入金の限度額      

 
5.重要な財産の処分等の計画      

 
6.剰余金の使途      

  
(1)一般積立金      

  
(2)その他積立金      

 
7.その他業務運営に関する事項       

  
(1)施設・設備に関する計画 3 点 A     

  
(2)人事に関する計画 3 点 A     

  
(3)積立金の使途 3 点 A     

  
(4)その他当該中期目標を達成 
するために必要な事項 

3 点 A 
 

  
 

 
Ⅰ.国民に対して提供するサービス
その他の業務の質の向上 

  
 

  
 

  
(1)的確な施設の運用と管理   

4 点×2 
3 点×1 

ＳＳ×１ 
A×２ 

S×２ 
A 

S 
A×２ 

  
(2)リスクへの的確な対応   3 点 A S A 

  
(3)計画的で的確な施設の整備   4 点×2 A×２ A×２ A×２ 

  
(4)環境の保全   4 点 S S A 
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(5)技術力の維持・向上と技術支

援 
  4 点 S S S 

  
(6)関係機関との連携   

2 点 A A A 
  

(7)水源地域等との連携   

  
(8)広報・広聴活動の充実   3 点 A A A 

  
(9)内部統制の強化と説明責任の
向上 

  3 点 S S A 

 
Ⅱ.業務運営の効率化       

  
(1)機動的な組織運営   

4 点 S S A 
  

(2)効率的な業務運営   

  
(3)事務的経費の節減   

  
(4)総人件費改革に伴う人件費の
削減 

  

  
(5)コスト構造改善の推進   

3 点 S A A 
  

(6)事業費の縮減   

  
(7)適切な資産管理   3 点 A A A 

 
Ⅲ.予算、収支計画及び資金計画   

3 点 A A A 

  
(1)予算   

  
(2)収支計画   

  
(3)資金計画   

 
Ⅳ.短期借入金の限度額   

 
Ⅴ.重要な財産の処分等の計画   

 
Ⅵ.剰余金の使途   

 
Ⅶ.その他業務運営に関する事項   

3 点 A A A 

  
(1)施設・設備に関する計画   

  
(2)人事に関する計画   

  
(3)積立金の使途   

  
(4)その他当該中期目標を達成 
するために必要な事項 

  

 
２．府省評価委員会による平成 23年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 評価項目16項目のうち、Ｓが２、Ａが14項目の評価となっており、これら個別項目の評価及び記述による評価を踏まえ、総合評

定については、中期目標の達成に向けて順調な実施状況にあると認められることからＡとした。 

(課題・改善点、業務運営に関する意見等)  

 武蔵水路改築工事で23年12月、油圧ホースが損傷し油流出事故が発生した。機構は破損したホースが使い古したものである

ことが原因とし、新品を使用しさらにシートで防護するよう工事方法を改善したが、24年３月に再び同様の事故が発生した。同

様な事故が続けて発生したことは看過できない。重大な水質汚染事故には至らなかったが、事故責任の所在と損害賠償につ

いて厳しく検証する必要がある。 

 総人件費の削減に努められていることは評価できるが、様々な根拠、理由があるにせよ依然として対国家公務員指数は高いと

言わざるを得ない。今後は、目標とする指数値と達成年次を明記し実行することが重要であると考える。 

 新たなストックマネジメントの方向として、用水路、調整池など保有するストックを活用して、中小水力や太陽光など再生可能エ

ネルギーの生産を推進し、クリーンな電力の開発と電力不足の解消に貢献する方途を検討すべきである。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

的確な施設の運用と
管理 
（洪水被害の防止又
は軽減） 

Ⅰ
(1) 

 平成23年度は、７月の新潟・福島豪雨や

９月の台風12号、台風15号の影響によ

り、全国的に降水量が多かった。機構の

特定施設では、682回（約24.3回／年・

施設）、延べ1,187日（約42.3日／年・

施設）の防災態勢（注意体制、第一・第

二警戒態勢）を執り、全22ダムのうち15

ダムにおいて、54回の防災操作を実施

（平成22年度は９ダム、25回）し、下流

河川の洪水被害の軽減を図った。 

 平成23年度は、平年より全国的に降水量

が多い中、７月、９月の豪雨、台風も含

め、的確な洪水調整により洪水被害の防

止、軽減に寄与したことは高く評価でき

る。 

 特に、名張川上流３ダムや日吉ダムにお

いて、下流側関係機関との緊密な連携と

降雨や流量の実時間予測に基づく放流

量調節で、下流の被害を軽減できたこと

は大きく評価できる。 

 一昨年の経験を活かし、ダム群の連携操

作等の運用で洪水制御に再び効果を実

証したことは管理技術の進歩と評価でき

る。今後も安全性を高めつつ確実な洪水

制御の技術向上に期待したい。 
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技術力の維持・向上

と技術支援 

Ⅰ
(5) 

 可搬式海水淡水化装置の活用について、

小笠原諸島父島、東北地方太平洋沖地震

により被災した宮城県女川町における実

運用を通し、職員の直営作業化による運

用体制の確立が図られ実運用可能な水供

給手法の確立に向け大きく進捗した。 

 国土交通省の緊急災害対策派遣隊

（TEC-FORCE）設置細目が平成23年12月１

日に改正され、水資源機構は、災害時に

必要に応じて国土交通省の緊急災害対策

派遣隊（TEC-FORCE）と連携して活動する

こととされた。 

 また、平成22年度に完成した滝沢ダム建

設事業は、新たに開発・導入したコンク

リート運搬工法（SP-TOM（Special Pipe 

Transportation Method））等の新技術開

発を積極的に進めたことによりダム施工

技術に貢献したこと、土木学会デザイン

賞2010の最優秀賞を受賞した「雷電廿六

木橋(らいでんとどろきばし)」などの周

辺景観に配慮した施設デザイン等が高く

評価され、平成23年度土木学会賞の技術

賞を受賞した。 

 技術の開発とあわせて、それらを支える研

究、さらに人材育成や技術移転などの国

際協力が行われており、意欲的かつ活発

な優れた活動が実施されており、目覚まし

い成果を上げていると言える。 

 事業活動と結合した技術力向上のための

努力が、実を結びつつあることは高く評価

できる。 

 年度計画50題を上回る75題の論文等の

学会・専門誌等への発表、それらの中で

ダム工学会論文賞、国土技術研究会優

秀賞などの受賞や特許5件の取得などそ

の取組は質・量の両面で高く評価できる。 

 タイの洪水に対する国際緊急援助隊の派

遣など、国際的活動も高く評価できる。 

 外部からの調査・設計・試験や施工管理

業務を受託し、機構の高い技術力を活用

していることは評価できる。 

 地方自治体職員やJICA研修生の受入を

通じて、機構の技術力を積極的に外部発

信するための取組は評価できる。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 
 

 該当なし 
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法 人 名 独立行政法人自動車事故対策機構（平成 15 年 10 月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：金澤 悟） 

目  的 自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する指導、自動車事故による被害者に対しその身体的又は財産
的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車事故の発生の防止に資するとともに、自動車損害賠償保障法（昭和 30
年法律第 97 号。以下「自賠法」という。）による損害賠償の保障制度と相まって被害者の保護を増進することを目的とする。 

主 要 業 務 １ 運行管理者への指導講習。２ 運転者への適性診断。３ 自動車事故被害者の治療養護施設の設置及び運営。４ 介護料
の支給。５ 自動車事故被害者・遺児への生活資金貸付け。６ 一部立替貸付け。７ 自賠法による損害賠償保障の周知宣伝。
８ 自動車事故防止と被害者保護の調査研究。 

委 員 会 名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分 科 会 名 自動車事故対策機構分科会（分科会長：堀田 一吉） 

ﾎｰﾑﾍ ﾟｰｼ ﾞ 
法  人：http://www.nasva.go.jp/index.html 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年（平成 19 年４月１日～平成 24 年３月 31 日） 

１． 府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

H23 
年度 

第２期中期 

目標期間 
備考 

＜総合評価＞ 順調 順調 A A A A 1. 総合評価は、19 年
度から 20 年度まで
は、極めて順調、
順調、概ね順調、
努力の４段階評価
であり、21 年度か
らは、SS、S、A、B、
C の５段階評価。 

2. 項目別評価は、19
年度から 20 年度ま
では、5、4、3、2、1
の５段階評価であ
り、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５
段階評価。 

3. 第２期中期目標期
間の評価は SS、S、
A、B、Cの５段階評
価。 

4. 第２期中期目標期
間の評価では、項
目 3.から項目 6.ま
でを「財務内容の
改善に関する事
項」として一括して
評価。 

5. なお、詳細な評価
基準（手法）は第２
部第２節１（２）「評
価基準等」を参照。 

＜項目別評価＞       

 1.業務運営の効率化       

  (1)組織運営の効率化 3 点 3 点 A A A A 

  (2)人材の活用 3 点 4 点 S S A A 

 

 

(3)業務運営の効率化 

5 点×1 
4 点×2 
3 点×6 
1 点×1 

4 点×4 
3 点×6 

S×3 
A×6 

S×3 
A×6 

S×２ 
A×７ 

S×２ 
A×６ 

 
2.国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上 
  

  
  

 
 

(1)指導講習業務・適性診断業務 
3 点×2 
2 点×1 

4 点×1 
3 点×2 

S×2 
A×1 

S×2 
A×1 

S×１ 
A×２ 

S×２ 
A×１ 

 
 (2)指導講習・適性診断の実施機関

になろうとする民間団体等への支
援 

4 点 4 点 S S A A 

 
 

(3)療護施設の設置・運営 
4 点×2 
3 点×2 

4 点×2 
3 点×2 

S×3 
S×3 
A×1 

A×４ 
S×１ 
A×２ 

 
 

(4)介護料支給等支援業務 
3 点×1 
2 点×1 

3 点×2 
S×1 
A×1 

S×1 
A×1 

S×1 
A×1 

S 

 
 

(5)交通遺児等への生活資金の貸付 
4 点×1 
3 点×1 

3 点×2 A×2 
S×1 
A×１ 

A×2 A 

 
 (6)自動車事故による被害者への情

報提供の充実 
4 点 3 点 A A A A 

 
 

(7)自動車アセスメント情報提供業務 
4 点×1 
3 点×5 

4 点×1 
3 点×5 

A×6 A×6 
S×1 
A×５ 

S×1 
A×３ 

 
 (8)自動車事故対策に関する広報活

動 
3 点 3 点 A A A A 

 3.予算、収支計画及び資金計画 3 点 3 点 A A A A 

 4.短期借入金の限度額 － － - - - - 

 5.重要財産の処分計画 － － - - - - 

 6.剰余金の使途 － － - - - - 

 7.その他業務運営に関する事項       

 (1)施設・設備に関する計画 2 点 3 点 A A A A 
 

 (2)人事に関する計画 3 点 3 点 S A A A 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 業務運営評価及び総合評価から本法人の業務実績は、中期目標・中期計画・年度計画にしたがって、順調に業務を実施し、

成果を上げていると認められることから、着実な実施状況にあると判断されるため。 
（法人の業務の実績） 
 本法人は、自動車事故防止と自動車事故による被害者支援を大きな柱の業務として、社会的に重要な使命を担う独立行政法

人であり、限られた人員のもとで業務運営の効率化を進めつつ、社会状況の変化に応じた新たな業務にも取り組んでいる状況
にある。こうした中、第二期中期目標期間の最終年度となる平成 23 年度の業務の実績については、中期目標の達成に向けて
着実な実施状況もしくは優れた実施状況にあると認められる。 

 特にＩＴ化を図った適性診断の受診機会を外部に拡大することにより、自動車事故防止対策の推進と業務運営の効率化を図る
とともに、被害者支援専門員を配置し、介護料受給者宅への直接訪問により介護に関する相談・情報提供等を行う訪問支援サ
ービスや関係者との意見交換を目的とした交流会を強化し、また、自動車事故による重度後遺障害者の治療・看護を行う療護
施設の確実な運営、療護施設の入院患者の治療改善効果の分析・公表や介護者が実践可能な新看護プログラムを試行する
など、被害者支援の充実を着実に進めている。 

 なお、職員の不祥事事案が発生しているものの、事案の発生後速やかに再発防止策の策定を行っているなど、全体的な評価
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としては、法人として中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

指導講習業務・
適性診断業務 

2(1)  平成 23 年度における基礎講習の開催につい
ては、運行管理者補助者制度が定着したことも
踏まえて、前年度と同程度の受講需要を見込
み、基礎講習を 236 回（平成 22 年度 232 回）
開催する等受講需要に適切に対応し、一般講
習等を含む講習全体では、1,006 回（平成 22
年度 985 回）開催した。 

 講習用テキストについては、運送事業者を取り
巻く経営環境に応じて適切に改訂を行ってお
り、平成 23 年度においては、東日本大震災発
生時の緊急物資輸送、人員輸送などの状況を
具体的に記述し、災害発生時の対応について
必要な情報提供を行った。 

 受診需要に適切に対応した受診機会を提供
するため、i－ＮＡＴＳ契約事業者及び機構支
所から遠隔地にある事業者を中心に貸出 i－Ｎ
ＡＴＳによる診断の促進を図った結果、機構支
所以外での受診者数は 108,740人となり、一般
診断受診者総数（255,965 人）の 42.5％を占め
るまでになった。 

 事故防止に効果的なカウンセリング付一般診
断については、全支所によるトップセールス等
の効果もあり、4,085 人（対前年度比 63.5％増）
に対して実施した。 

 指導講習業務・適性診断業務については、優
れた実施状況にあると認められる。 

 引き続き、安全指導業務に係る民間参入を促
進するため、新たに指導講習・適性診断の実
施機関になろうとする民間団体等に対しては、
本法人がこれまで培ったノウハウの提供等を
積極的に行うことが求められる。 

自動車アセスメ
ント情報提供業
務 

2(7)  歩行者の死傷者の減少を図るため、平成 22年
度までの調査結果を踏まえ、歩行者脚部保護
性能試験を導入した。 

 電気自動車等の普及に伴い、衝突事故を起こ
した際に高電圧により感電しないことを確認す
るため、フルラップ前面衝突試験等の実施後
に行う試験方法及び評価方法を策定し、感電
保護性能評価試験を導入した。 

 新たに自動車アセスメントに導入された評価項
目（後面衝突頸部保護性能試験、歩行者脚部
保護性能試験、座席ベルトの非着用時警報装
置評価試験）を考慮した「新・安全性能総合評
価」を導入した。 

 これまでの調査研究の結果を踏まえ、新たな
試験及び評価を今年度から導入しているとこ
ろであり、優れた実施状況にあると認められ
る。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし 
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法人名 独立行政法人空港周辺整備機構（平成 15年 10月 1日設立）＜非特定＞ 
（理事長：淡路 均） 

目 的 周辺整備空港の周辺地域において空港周辺整備計画を実施する等によりその地域における航空機の騒音により生ずる障害の防
止及び軽減を図り、併せて生活環境の改善に資することを目的とする。 

主要業務 １ 空港周辺整備計画に基づく緑地帯その他の緩衝地帯の造成、管理及び譲渡。２ 空港周辺整備計画に基づく航空機の騒音
によりその機能が害されるおそれの少ない施設の用に供する土地の造成、管理及び譲渡。３ 周辺整備空港に係る住宅騒音防
止工事に関する助成。４ 周辺整備空港の設置者の委託による、建物等の移転又は除却により生ずる損失の補償及び土地の買
入れに関する事務。５ １から４の業務に附帯する業務。６ 特定飛行場の設置者又は地方公共団体の委託による特定飛行場周
辺地域の緑地帯その他の緩衝地帯の造成。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 空港周辺整備機構分科会（分科会長：盛岡 通） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.oeia.or.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 20 年４月１日～平成 25 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

第 1 期中期 

目標期間 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 S 順調 Ａ Ａ Ａ 1.総合評価は、19
年度から 20 年
度までは、極め
て順調、順調、
概ね順調、努
力の４段階評価
であり、21 年度
からは、SS、S、
A、B、C の５段
階評価。 

2.項目別評価は、
19 年度から 20
年度までは、5、
4、3、2、1 の５
段階評価であ
り、21 年度から
は、SS、S、A、
B、C の５段階
評価。 

3.第１期中期目標
期間の評価は、
SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

4.項目３の（ ）内
は、中期目標期
間の評価に係
る項目。 

5.なお、詳細な評
価基準（手法）
は第２部第２節
１（２）「評価基
準等」を参照。 

 

＜項目別評価＞       

 
1.業務運営の効率化       

  
(1)組織運営の効率化 3 点 S 4 点 Ａ Ｓ Ａ 

  
(2)人材の活用 3 点 A 3 点 Ａ Ａ Ａ 

  
(3)業務の効率化 4 点×2 

SS×1 
S×3 

4 点×1 
3 点×2 

Ａ×2 Ａ×2 Ａ×2 

 
2.国民に対して提供するサービス 

その他の業務の質の向上 
   

 
 

 

  
(1)業務の質の向上 3 点×4 A×5 3 点×2 Ａ×2 Ａ×2 Ａ×2 

 
  (2)業務の確実な実施 

4 点×2 
3 点×4 

SS×2 
A×4 

 
 

 
 

  
(2)内部統制及びガバナンス強
化に向けた取組の実施 

  3 点×8 
Ｓ×1 
Ａ×8 

Ａ×9 
Ａ×８ 
Ｂ×１ 

  
(3)空港と周辺地域の共生 3 点 A     

  
(3)随意契約の見直し   4 点 Ｓ Ｓ Ａ 

  

(4)大阪国際空港及び福岡空
港の周辺整備中期基本方針
等の整備 

  － － － － 

  
(5)業務の確実な実施   

4 点×2 
3 点×3 

Ｓ×2 
Ａ×2 
Ｂ×1 

Ａ×3 
Ｂ×2 

Ａ×４ 
Ｂ×１ 

  
(6)空港と周辺地域の共生   3 点 Ａ Ａ Ａ 

 
3.予算、収支計画及び資金計画 
（財務内容の改善） 

4 点 

S 

4 点 Ａ Ａ Ａ 
  

(1)予算  

  
(2)収支計画  

  
(3)資金計画  

 
4.短期借入金の限度額 －  － － － － 

 
5.重要な財産の処分等に関する
計画 

－  － － － － 

 
6.剰余金の使途 －  － － － － 

 
7.その他業務運営に関する事項 4 点×2 

3 点×1 
S×2 
A×1 

3 点×2 Ａ×2 Ａ×2 
Ａ×１ 
Ｂ×１ 

  
(1)人事に関する計画 

 
２．府省評価委員会による平成 23年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 25 項目中 22 項目が「Ａ」であり、中期目標の達成に向けて着実な実施状況にある。 
（課題・改善点、業務運営に関する意見等） 
 本社機能の福岡への移転後においても、理事長等と監事との意見交換や役職員相互の意思疎通を適時適切かつ積極的に行うこ
とにより、引き続き機構の役割が十分に発揮できるよう努めること。 
 福岡の各事業についても、更なる事業費の縮減や事務の効率化を図るとともに、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本
方針」（平成 24 年１月 20 日閣議決定）を踏まえた取り組みを実施すること。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

内部統制及びガバナ
ンス強化に向けた取

2(2)  ホームページに「機構へのご意見・ご提案」お
よび「お問い合わせ」窓口を設け、意見等の

 ホームページの「機構へのご意見・ご提案」
専用の窓口により、意見等の募集を行った
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組の実施 
（国民の意見募集） 

募集を行った。 
なお、これまで機構に寄せられた意見・提案
は無く、寄せられた問い合わせに対しては適
切に対処している。 

 平成 23 年７月 19 日開催の国土交通省独立
行政法人評価委員会第 12 回空港周辺整備
機構分科会での評価の参考に資するため、
同評価委員会において平成 23年６月 29日か
ら７月 13 日までの間、平成 22 年度業績実績
評価調書（案）に係る国民の意見募集を行っ
た。（特に意見はなかった。） 

ほか、業績評価に係る国民の意見募集につ
いて国と協力して適切に実施しており、概
ね着実な実施状況にある。 
 努力はなされているが実績が少ないという
ことは、意見募集の方法に改善すべき点が
あることを示唆している。 

業務の確実な実施 
（大阪国際空港周辺
の緑地整備） 
 

2(5)  買収済みの土地約 1.3ha について造成・植
栽を実施したものの、緩衝緑地第１期事業
認可期間内の事業の達成状況は約 97％
（12.9ha のうち 12.5ha を整備）で完遂で
きなかった。 
 また、平成 24 年３月 19 日の大阪空港周辺
緑地整備推進協議会幹事会において、利用
緑地、緩衝緑地第１期及び緩衝緑地第２期
に係る今後の事業方針について議論した。 

 既に買収済みの土地約 1.3ha について造
成・植栽を実施した。 
緩衝緑地第１期事業の完遂を目指し、緑地
整備箇所の対象物件所有者に対し粘り強く
移転の交渉を行ったものの、0.4ha 買収す
ることができなかったことから、緩衝緑地
１期事業認可期間内の事業の達成状況は約
97％（対象面積：12.9ha、実施済：12.5ha）
であり、概ね着実な実施状況である。 

人事に関する計画 7(1)  平成 23年度においては、「国家公務員の給
与の改定及び臨時特例に関する法律（平成
24 年法律第２号）」を踏まえ、平成 24 年
４月から役員報酬及び職員給与を国と同様
に引き下げるための改定を行っている。 
 また、平成 23 年６月末において、平成 22
年度における取組状況をホームページに公
表した。 
 当機構の対国家公務員指数の平成 23 年度
実績は 109.9で、前年度実績（106.6）を上
回った。これは、大阪国際空港事業本部の
廃止に向けた組織の縮小に伴い、対象者数
が前年度の 37人から 20人へと大幅に減少
する中、次のような要因により上回ったも
のである。 
 減少した職員の殆どが地方公共団体から
の出向者であったため、結果として地域
手当の異動保障を受けている国からの出
向者の割合が増加（21.6％→40.0％）し
た。 

 高い年齢層（56歳～59歳）における管理
職手当の受給者の割合が増加（５／７人
→３／３人）したことにより指数が上昇
（111.7→121.5）した。 

 当機構の対国家公務員指数の平成 23 年度
実績は 109.9で、前年度実績（106.6）を上
回っているが、これは、24年７月の大阪国
際空港事業本部の廃止に向けた組織の縮小
に伴って対象者数が前年度の 37 人から 20
人へと大幅に減っており、個々の給与額が
全体の指数に与える影響が大きくなってい
る中で、特定の年齢階層に管理職の職員が
集中したことや、地域手当の異動保障を受
けている出向者の割合が増加したことなど
の特殊要因によるものである。 
 対象者 20 人の中で、56 歳～59 歳の年齢階
層において、対象者３名の内２名が部長級、
１名が課長級の職員であることから、指数
が 121.5 となっており、全体の指数が大き
く上がった要因となっている。 
 なお、56 歳以上の職員を除いた 17 名の職
員で計算したラスパイレス指数は、106.8 
とほぼ前年度並みの指数となっている。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

・  人材の活用については、貴委員会の評価結果をみると、「年齢バランスの改善に努めた結果、前年度比では若干の改善となっ
たものの、平成 19 年度と比較すると改善することができなかった。」として、年度計画の指標との比較及び中期計画の指標との比
較を並列して記載していることから、どちらの指標をもって「Ａ」評定（着実な実施状況にあると認められる）としているのかが分かり
にくくなっている。 

今後の評価に当たっては、国民に対して分かりやすい評価を行う観点から、評定の理由等を明らかにした上で評価を行うべき
である。 
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法 人 名 独立行政法人海上災害防止センター（平成 15年 10月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：冨賀見 栄一） 

目  的 海上災害の発生及び拡大の防止（以下「海上防災」という。）のための措置を実施する業務を行うとともに、海上防災のための措
置に必要な船舶、機械器具及び資材の保有、海上防災のための措置に関する訓練等の業務並びに海上災害の防止に関する
国際協力の推進に資する業務を行うことにより、人の生命及び身体並びに財産の保護に資することを目的とする。 

主 要 業 務 １ 海上保安庁長官の指示による排出特定油の防除のための措置の実施、当該措置に要した費用の徴収。２ 船舶所有者その
他の者の委託による、排出された油の広がり及び引き続く油の排出の防止並びに排出された油の除去、消防船による消火及び
延焼の防止その他海上防災のための措置の実施。３ 海上防災のための措置に必要な油回収船、油を回収するための機械器
具、オイルフェンスその他の船舶、機械器具及び資材の保有、これらの船舶所有者その他の者の利用への供与。４ 海上防災
のための措置に関する訓練。５ 海上防災のための措置に必要な機械器具及び資材並びに海上防災のための措置に関する技
術についての調査及び研究、その成果の普及。６ 海上防災のための措置に関する情報の収集、整理及び提供。７ 船舶所有
者その他の者の委託による、海上防災のための措置に関する指導及び助言。８ 海外における海上防災のための措置に関する
指導及び助言、海外からの研修員に対する海上防災のための措置に関する訓練の実施その他海上災害の防止に関する国際
協力の推進に資する業務。９ １から８の業務に附帯する業務。 

委 員 会 名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分 科 会 名 海上災害防止センター分科会（分科会長：宮下 國生） 

ﾎｰﾑﾍ ﾟｰｼ ﾞ 
法 人：http://www.mdpc.or.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 23 年４月 1 日～平成 28 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

第 1期中期 

目標期間 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

第２期中期 

目標期間 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 A 順調 A A A A 1.総合評価は、
19年度から 20
年度までは、
極めて順調、
順調、概ね順
調、努力の４
段階評価であ
り、21 年度か
らは、SS、S、
A、B、Cの５段
階評価。 

2. 項目 別 評 価
は、19 年度か
ら 20 年度まで
は、5、4、3、
2、1 の５段階
評価であり、
21 年度から
は、SS、S、A、
B、C の５段階
評価。 

3.中期目標期間
の評価は SS、
S、A、B、C の
５段階評価。 

4.項目３の（ ）内
は、中期目標
期間の評価に
係る項目。 

5.なお、詳細な
評価基準（手
法）は第２部
第２節１ （ ２ ）
「評価基準等」
を参照。 

＜項目別評価＞        

 
1.業務運営の効率化        

  
(1)組織運営の効率化 － A 3 点 - - Ａ Ａ 

  
(2)業務運営の効率化 4 点×3 

S×3 
A×1 

4 点×2 
3 点×3 

S×1 
A×4 

A×5 
S×２ 
A×３ 

A×5 

  
(3)関係機関等との連携強化 3 点 A 3 点×2 A×2 A×2 Ａ A×2 

  
(4)防災措置業務の効率的・ 
効果的実施の検討 

4 点 S 
 

    

 
2.国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上 

  
 

 
 

  

  
(1)海上防災措置実施事業 3 点×2 A×3 4 点×3 

S×1 
A×4 

SS×1 
S×1 

A×3 

S×２ 
S×2 

A×3 

  
(2)機材事業 3 点×2 A 3 点×2 A×2 A×2 Ａ A×2 

  
(3)海上防災訓練事業 

4 点×1 
3 点×1 

A×2 
4 点×1 
3 点×1 

S×1 
A×1 

A×2 
S×1 
A×1 

A×1 

  
(4)調査研究等事業 3 点 A×2 3 点×2 A×2 A×2 A×2 A×2 

  
(5)国際協力推進事業  3 点×2 A×2 3 点×2 A×2 A×2 A×2 A×1 

 
3.予算、収支計画及び資金計画 
（財務内容の改善） 

3 点 

A 

3 点 A A 

A 

A   
(1)自己収入の確保    

  
(2)予算   

  
(3)収支計画   

  
(4)資金計画   

 
4.短期借入金の限度額  －  － - -  - 

 
5.重要な財産の譲渡等の計画 －  － - -  - 

 
6.剰余金の使途 －  － - -  - 

 
7.その他業務運営に関する事項        

  
(1)施設整備に関する計画 3 点 A 3 点×2 A×2 A×2 A A 

  
(2)人事に関する計画 3 点×2 A 3 点×2 A×2 A×2 A A×2 

  
(3)保有資産の見直し       Ａ 

  
(4)内部統制の充実・強化       Ａ 

  
(5)積立金の使途   － - - - - 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 最頻値の評定であるため。 
（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

 給与水準（ラスパイレス指数113.8）に係る、23年度の取り組みとしては、国からの出向者に代えて若手職員を採用することにより、

給与水準の引き下げを行ったことがあげられる。しかし、平成22年度において業務執行上必要とされる職員を中途採用したことの

影響が大きく、22年度に比べ－0.9ポイントに留まった。今後も、業務の特殊性を考慮のうえ、給与水準に係る主務大臣の検証結

果を踏まえた措置を講ずるとともに、引き続き、業務実績及び情報公開等を通じて社会的な理解が得られるよう取り組むこと。 

 監事及び外部有識者等によって構成する「契約監視委員会」を平成21年12月21日に設置し、競争性の無い随意契約及び一者応
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札・応募となった契約について点検、見直しを行っているところ、平成23年度に係る契約については特段の指摘はなかったとのこ

とである。今後も、競争性の無い随意契約及び一者応札・応募となった契約の点検・見直しを進め、一層の競争性及び透明性の

確保に努めること。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

海上防災措置業務 
(海上防災措置業務
の適時・適確な実施) 
 

2(1)  原因者からの委託に基づき、2 件の事案に
出動し、排出油等防除措置を適時・適確に
実施した。 

 東日本大震災の発生に伴い生じた事案（2

件）への対応により、安全な船舶交通や燃料

油等の供給などライフラインが確保され、被災

地域の経済活動・日常生活の維持に大きく貢

献した。これは、センターが長年培った油防

除に関する技術・能力を遺憾なく発揮した成

果であり、この活動は優れた実績として評価

できる。 

海上防災措置業務 
(ＨＮＳ防除体制の充
実強化 (契約防災措
置実施者に対する訓
練)) 

2(1)  沿岸部の石油・石化企業等に対し、ＨＮＳ資

機材及び要員の配備による即応体制の確

保、地区緊急時計画の作成支援、防災関

連情報の提供等を行う海上災害セーフティ

サービス（ＭＤＳＳ）を行った。 

平成23年度は新たに24事業所とＭＤＳＳ契

約を締結し、石油コンビナート地区における

事故対応体制の強化を図っている。 

 海上災害セーフティサービス（ＭＤＳＳ）は、沿

岸部の石油・石化企業の防災意識及び防災

体制を向上させるものとして、優れた事業で

あり、平成23 年度においても、参加企業が増

加している。これは、サービスの内容について

企業側から高く評価を受けていることの現れ

であり、センターの本取り組みは優れたものと

して高く評価できる。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし 
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法 人 名 独立行政法人都市再生機構（平成 16 年７月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：小川 忠男） 

目  的 機能的な都市活動及び豊かな都市生活を営む基盤の整備が社会経済情勢の変化に対応して十分に行われていない大都市及
び地域社会の中心となる都市において、市街地の整備改善及び賃貸住宅の供給の支援に関する業務を行うことにより、社会経済
情勢の変化に対応した都市機能の高度化及び居住環境の向上を通じてこれらの都市の再生を図るとともに、都市基盤整備公団
から承継した賃貸住宅等の管理等に関する業務を行うことにより、良好な居住環境を備えた賃貸住宅の安定的な確保を図り、もっ
て都市の健全な発展と国民生活の安定向上に寄与することを目的とする。 

主要業務 １ 既に市街地を形成している区域における市街地の整備改善を図るための建築物の敷地の整備又は宅地の造成並びに整備し
た敷地又は造成した宅地の管理及び譲渡。２ 既に市街地を形成している区域における良好な居住性能及び居住環境を有する
利便性の高い中高層の賃貸住宅その他の国の施策上特にその供給を支援すべき賃貸住宅の敷地の整備、管理及び譲渡。３ 
既に市街地を形成している区域における市街地再開発事業、防災街区整備事業、土地区画整理事業、住宅街区整備事業及び
流通業務団地造成事業。４ 既に市街地を形成している区域における市街地再開発事業等に参加組合員としての参加。５ 特定
建築者に特定施設建築物の建設を行わせる市街地再開発事業に、他に特定建築者となろうとする者がいない場合における特定
建築者としての特定施設建築物の建設並びにそれらの管理、増改築及び譲渡。６ 既に市街地を形成している区域における市街
地の整備改善に必要な調査、調整及び技術の提供。７ 既に市街地を形成している区域における第一号から第三号までの業務
の実施と併せて整備されるべき公共の用に供する施設の整備、管理及び譲渡。８ 整備敷地等について、公募の方法により譲渡
し、又は賃貸しようとしたにもかかわらず、条件を備えた応募者がいなかった場合における住宅又は施設の建設、並びにそれらの
管理、増改築及び譲渡。９ 地方公共団体からの委託に基づく都市公園の建設、設計及び工事の監督管理。10 機構が都市公団
から承継、並びに機構が建設し、及び整備した賃貸住宅、公共の用に供する施設及び事務所、店舗等の用に供する施設の管
理、増改築及び譲渡。11 賃貸住宅の建替え並びにこれにより新たに建設した賃貸住宅の管理、増改築及び譲渡。12 賃貸住宅
の居住者の利便に供する施設の整備、管理及び譲渡。13 災害の発生により緊急に賃貸住宅を建設する必要がある場合における
国土交通大臣の求め又は地方公共団体の要請に基づく当該賃貸住宅の建設並びにその管理、増改築及び譲渡。14 被災市街
地復興特別措置法第二十二条第一項に規定する業務の実施。15 密集市街地整備法第三十条に規定する業務の実施。16 東
日本大震災復興特別区域法第七十四条に規定する業務の実施。17 福島復興再生特別措置法第二十三条に規定する業務の
実施。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 都市再生機構分科会（分科会長：長沢 美智子） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.ur-net.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 21 年４月１日～平成 26 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
Ｈ19 
年度 

H20 
年度 

第 1 期中期 

目標期間 
H21 
年度 

H22 
年度 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 順調 A Ａ Ａ Ａ 1. 総合評価は、 19
年度から 20 年度
までは、極めて順
調、順調、概ね順
調、努力の４段階
評価であり、21 年
度からは、SS、S、
A、B、C の５段階
評価。 

2. 項目別評価は、
19 年度から 20 年
度までは、5、4、
3、2、1 の５段階評
価であり、21 年度
からは、SS、S、A、
B、C の５段階評
価。 

3. 第１期中期目標
期間の評価は、
SS、S、A、B、C の
５段階評価。 

4. 項目の（ ）内は、
中期目標期間の
評価に係る項目。 

5. なお、詳細な評価
基準（手法）は第２
部第２節１（２）「評
価基準等」を参
照。 

＜項目別評価＞       

 
Ⅰ 業務運営の効率化       

  
1 組織運営の効率化 3 点 3 点 A    

  
2 事業リスクの管理 3 点 4 点 S    

  
3 事業評価の実施 4 点 3 点 S    

  
4 一般管理・事業費の削減 4 点 4 点 A    

  
5 総合的なコストの縮減 4 点 3 点 A    

  
6 入札及び契約の適正化の推進 3 点 3 点 A    

  
7 積極的な情報公開 3 点 3 点 A    

  
8 業務・システム最適化の実現 3 点 3 点 A    

 
Ⅰ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上 

      

  
１ 公の政策目的に資する都市再生

の推進 
   Ａ×4 Ａ×4 Ａ×４ 

  

２ 住宅セーフティネットとしての役割
への重点化・個別団地毎の特性に
応じたストックの再生・活用 

   
Ｓ×2 
Ａ×1 
Ｂ×1 

Ｓ×1 
Ａ×3 

Ｓ×１ 
Ａ×３ 

  
３ 新規に事業実施しないこととされ

た業務 
   Ａ×2 

Ａ×1 
Ｂ×1 

Ａ×１ 
Ｂ×１ 

  
４ 東日本大震災からの復興に係る

業務の実施 
     Ｓ 

  ５ 業務遂行に当たっての取組    Ａ×3 
Ｓ×1 
Ａ×２ 

Ｓ×１ 
Ａ×２ 

 
Ⅱ 国民に提供するサービスその他の業

務の質の向上 
      

  
1 都市機能の高度化及び都市の再

生 
4 点×1 
3 点×5 

4 点×2 
3 点×4 

S×2 
A×4 

   

  
2 良好な居住環境を備えた賃貸住宅

等の確保等 
4 点×1 
3 点×3 

3 点×4 A×2    

  
3 新規に事業着手しないこととされた

事業等 
4 点×2 
3 点×1 

4 点×1 
3 点×2 

S×2 
A×2 
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4 事業遂行に当たっての取組 3 点×3 3 点×3 A×3    

 
Ⅱ業務運営の効率化に関する目標を達
成するためとるべき措置 

      

  
１ 業務運営の効率化    Ａ Ａ Ａ 

  
２ 適切な事業リスクの管理等    Ａ Ａ Ａ 

  
３ 一般管理費・事業費の効率化    

Ｓ Ｓ Ｓ 
  

４ 総合的なコスト構造の改善    

  
５ 入札及び契約の適正化の推進    Ａ Ａ Ｓ 

  
６ 業務・システム最適化の実現    － －  

 
（財務内容の改善に関する事項）   S    

 
Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画 

4 点 3 点  
Ａ Ａ Ａ 

 
Ⅳ 短期借入金の限度額 － － － 

 
Ⅴ 重要財産の譲渡、担保に供しようと

するときの計画 
－ －  － － － 

 
Ⅵ 剰余金の使途 － －  － － － 

 
（その他業務運営に関する重要な事項）   

A×1 
B×1 

   

 
Ⅶ その他業務運営に関する事項   

 
   

  
1 施設、設備に関する計画 － － － － － 

  
2 人事に関する計画 3 点 3 点  Ａ Ａ Ｂ 

  
3 子会社・関連会社等の整理合理化 2 点 2 点     

  
３ 関係法人に係る取組    Ａ Ａ Ａ 

  
4 中期目標期間を超える負債負担 － － － － － － 

  
５ 都市再生機構法第 33 条第２項に

規定する積立金の使途 
   － － －  

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

(総合評価に至った理由) 
 評点の分布状況からして、ほとんどの項目において、中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められるため。 

 
（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 
 業務運営については、以下の事項等に留意した取組みが必要である。 
 都市再生業務については、今後一層進展する少子・高齢社会に対応するため、鉄道駅周辺を中心としたコンパクトな街が求め

られると考えられ、高齢者や共働き世帯にとって暮らしやすく、我が国の活力を高めるようなまちづくりに向けた取組みを行うこと
を期待したい。 

 賃貸住宅業務は、機構の住宅セーフティネットとしての役割は高まるものと考えられ、高齢者、子育て支援のための地域福祉拠
点としての住宅団地の再生については、コストとのバランスをとりつつ我が国のモデルとなるような取組を推進すべきである。 

 東日本大震災からの復興に関しては、被災地において数多くの関係住民の意見調整等、準備段階での取組みに時間を要す
ることは理解できるが、復興に向けた国民全体の期待感に応え、我が国全体に活力を生み出していくためにも、機構のノウハウ
とマンパワーを生かした一層の復興事業の推進支援が必要である。 

 
 今後の事業展開に関しては、以下の事項に配慮した取組にも期待したい。 
 コスト削減だけで収益を上げる構造では、いずれ事業本体に影響を及ぼしかねず、都市再生業務及び賃貸住宅業務の連携等

によるハード整備と生活支援等のソフトサービスを合わせた対応等の新しい発想による積極的な展開も必要である。 
 環境への配慮に関連して、エネルギーを都市単位で管理し、高度に有効活用する「スマートシティ」について国内外を問わず

構想の立案が進んでいるが、民間企業や地元行政では、まちづくりとして総合調整を行いながらこれを実現していくことは難し
いため、機構には、こういった面からの環境に配慮したまちづくりの取組に期待したい。 

 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

個別団地毎の特性に
応じたストックの再生・
活用 

Ⅰ2  少子高齢化や多様なニーズに対応するだ
め、リニューアルによる改良を 3,262 戸実
施するなど、賃貸ストック全体でパリアフフリ
ー化を図った住宅の割合は約 43%(平成 22
年度末)から約 44%に拡充した。さらに賃貸
住宅ストック全体で、５棟の区分所有建物
の耐震診断（機構単独所有の建物は既に
完了）と診断済みの 144 棟の耐震化を進め
るとともに、約 42,000 戸の外壁修繕などの
計画修繕を適時・適切に実施したことによ
り、安全・安心が確保された良質な賃貸住
宅ストックとしての有効活用が図られたと評
価できる。                 など 

 高齢者支援施設の誘致としては、既存の空き
施設において 23年度末で 220件と積極的な
取組みが認められるが、既存の空き施設を利
用した「民間活用による高齢者向けサービス
提供」は 2 団地における実施であり、更なる推
進が期待される。 

東日本大震災からの
復興に係る業務の実

Ⅰ４  東日本大震災の発生後、機構は直ちに理
事長を本部長とする「総合災害対策本部」

 東日本大震災からの復興は、単に東北地方
の問題ではなく、日本全体に関わることとして

－319－



施 を設置し、国及び被災高校団体からの要
請に基づき、全力を挙げて被災地におけ
る災害復旧・復興支援等の対策に取り組
むこととした。震災支援に関する取組を総
合して、機構の人的・物的資源等を活かし
て様々な対応がとられており、東日本大震
災からの復興の円滑かつ迅速な推進に向
けて優れた実施状況にあると認められる。 

取り組むべき問題で、今まで培われた技術力
やノウハウなどを活かすべき。復興まちづくり
支援は覚書・協定の締結数や派遣職員数もさ
ることながら、発災後の早い時期から、市町村
の支援を行い、技術的ノウハウに乏しい市町
村にあって復興計画の策定に文字通り日夜を
通じて支援した事実を記録しておくべきであ
る。 

人事に関する計画 Ⅶ２  「独立行政法人の役職員の給与等の水準
（平成 23 年度）」の対国家公務員指数（事
務・技術職員）については、年齢・地域・学
歴を勘案しだ実質的な指数は 113.6 となっ
ている（年齢のみを勘案した同指数は
119.7）。 

など 

 総人件費の削減が進む中で、ラスパイレス指
数については、国家公務員の水準と差が開い
てしまっており、平成 23 年度の検討結果を踏
まえ、今後講ずる措置に加えて、国家公務員
の給与改定に準じた引き下げ措置についても
確実に実施し、さらに役職員の給与体系の在
り方について、国民の理解と納得が得られるよ
う更なる改善に抜本的に取り組む必要がある。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

  

・ 該当なし 
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法 人 名 独立行政法人奄美群島振興開発基金（平成 16 年 10 月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：澤田 正晴） 

目  的 奄美群島振興開発計画に基づく事業に伴い必要な資金を供給すること等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨
励することを目的とする。 

主 要 業 務 １ 奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う者又は奄美群島に住所若しくは居所を有する者が金融機関に対して
負担する債務の保証。２ 奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う中小規模の事業者（次号に規定する事業者を除
く。）で銀行その他の金融機関から資金の融通を受けることを困難とするものに対する小口の事業資金の貸付。３ 奄美群島に
おいて振興開発計画に基づく事業を行う事業者に対する事業資金の貸付。４ 前三号の業務に附帯する業務。 

委 員 会 名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分 科 会 名 奄美群島振興開発基金分科会（分科会長：堀田 一吉） 

ﾎｰﾑﾍ ﾟｰｼ ﾞ 
法 人：http://www.amami.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 21 年４月１日～平成 26 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

第1期中期 

目標期間 

H21 
年度 

H22 
年度 

H23 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 概ね順調 概ね順調 A A A A 1. 総合評価は、19 年度か
ら 20 年度までは、極め
て順調、順調、概ね順
調、努力の４段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段
階評価。 

2. 項目別評価は、19 年度
から 20 年度までは、5、
4、3、2、1 の５段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段
階評価。 

3. 第１期中期目標期間の
評価は SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

4. なお、詳細な評価基準
（手法）は第２部第２節１
（２）「評価基準等」を参
照。 

＜項目別評価＞       

 
1.業務運営の効率化       

  
(1)業務運営体制の効率化 3 点 3 点 A A A A 

  
(2)一般管理費の削減 4 点 4 点 S S S S 

 
2.国民に対して提供するサービ
スその他の業務の質の向上 

     
 

  
(1)保証業務 3 点×2 

4 点×1 
3 点×1 

A×2 
S×1 
A×1 

S×1 

A×1 

S×1 

A×1 

  
(2)融資業務 

4 点×1 
3 点×1 

4 点×1 
3 点×1 

S×1 
A×1 

S×1 
A×1 

S×1 

A×1 

S×1 

A×1 

  
(3)保証業務、融資業務共通
事項 

3 点×2 3 点×2 A×2 A×2 A×2 A×2 

 
3.予算、収支計画及び資金計
画 

     
 

  
(1)財務内容の改善 

3 点×1 
2 点×1 
1 点×1 

3 点×1 
2 点×1 
1 点×1 

C 
A×1 
B×2 

A×1 

B×2 

A×1 

B×2 

  

(2)予算 
(3)収支計画 
(4)資金計画 

3 点 1 点 
 

B B C 

 
4.短期借入金の限度額 3 点 3 点  A A A 

 
5.重要財産の処分計画 － －  － - - 

 
6.剰余金の使途 － －  － - - 

 
7.施設・設備に関する計画 － －  － - - 

 
8.人事に関する計画 3 点 3 点 A A A A 

 
9.その他業務運営に関する重
要事項 

3 点 3 点 A   
 

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 

 奄美基金は、唯一奄美に存在する政策金融機関として、その制度趣旨に合致した業務運営が引き続き行われていると認められる。 

 また、一般管理費の削減や債権管理体制の強化及び評価・点検チームによる業務見直し等による業務運営の効率化並びに事務

処理の迅速化等によるサービスの向上等に向けた取り組みを実施していることは高く評価される。 

 一方で、リスク管理債権の質の維持・向上及び累積欠損金の低減・解消については、財務の健全化に向けた取り組みを更に進め、

一層の改善を図る必要がある。 

 以上、総合勘案するに、年度計画については順調に達成していると認め、上記評定とするに至ったものである。 

 なお、現下の経済状況は引き続き厳しい状況ではあるものの、今後とも、奄美群島における奄美基金の果たすべき役割を再認識

し、利用者ニーズの更なる発掘に努める等、引き続き奄美群島内の均衡ある自立的発展に向けた取り組みを行っていく必要があ

る。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

 保証・融資両業務の事務処理の迅速化については、標準処理期間内での処理が９割を超え、計画を大幅に上回っていることは認

められるが、評価指標自体が現状において適正な指標といえるのか検証すべきである。 

 保証･融資実績はここ数年増加傾向にあり、平成23年度も前年度に比し増加している。保証及び融資残高は、昨今の経済状況の

影響を受けて共に減少傾向にあったが、保証残高については増加に転じている。奄美基金は唯一奄美群島内に存在する政策金

融機関として引き続き郡島民のニーズを的確に把握しながら適切な業務運営を行っていく必要がある。 

 奄美基金は、多額の累積欠損金を抱えており、財務の健全化に向け、より一層の啓発・宣伝活動を行いながら、他の民間金融機関

等との協調体制の強化及び融資先への経営アドバイス等を含めたコンサルタント的役割の充実など業務収入の向上、債権の質の
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維持・向上による貸倒関連費用の低減等の対応を行っていく必要がある。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

一般管理費の削減 1(2)  一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必

要とする経費を除く。）については、年度計画（対 20

年度計画比で９％以上削減）を上回り 24.5％の削

減。なお、人件費（退職手当等を除く。）については、

国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の

見直し等により、年度計画（対17年度比で６％以上に

相当する額を削減）を大幅に上回り 14.6％の削減。 

 一般管理費の削減や債権管理体制の強

化及び評価・点検チームによる業務見直し

等による業務運営の効率化並びに事務処

理の迅速化等によるサービスの向上等に

向けた取り組みを実施していることは高く

評価される。 

保証業務 2(1)  スムーズな処理が行われるよう、関係機関に対して、

受付前の事前協議を徹底するよう周知徹底を図っ

た。 

 職員の審査能力の向上を図るため、通信講座の受講

及び外部機関の研修を行った。 

 群島内事業者の業況及び大口の利用者を中心に関

係金融機関標との情報交換を随時行った。（51 回） 

 中小企業信用情報データベースシステムを活用し、

申込事業者の財務諸表の分析を客観的、かつ、迅速

に行った。また、システムの一層の活用を図るため、

データベースの運用を行っている CRD 協会の担当

者による財務諸表データ活用についての研修を行っ

た。 

 標準処理期間内に処理を行った割合は、

94.1％となっている。引き続き、スムーズな

処理が行われるよう、関係機関に対して、

受付前の事前協議を徹底するよう周知徹

底を図っている。 

 中小企業信用情報データベースシステムを

活用し、申込事業者の財務諸表の分析を

客観的、かつ、迅速に行っている。 

融資業務 2(2)  スムーズな処理が行われるよう、関係機関に対して、

受付前の事前協議を徹底するよう周知徹底を図っ

た。 

 職員の審査能力の向上を図るため、通信講座の受講

及び外部機関の研修を行った。 

 群島内事業者の業況及び大口の利用者を中心に関

係金融機関との情報交換を随時行った。（51 回） 

 中小企業信用情報データベースシステムを活用し、

申込事業者の財務諸表の分析を客観的、かつ、迅

速に行った。また、システムの一層の活用を図るた

め、データベースの運用を行っている CRD 協会の担

当者との情報交換を行った。 

 標準処理期間内に処理を行った割合は、
98.2％となっている。引き続きスムーズな処
理が行われるよう、関係機関に対して、受
付前の事前協議を徹底するよう周知徹底
を図っている。 

 中小企業信用情報データベースシステム

を活用し、申込事業者の財務諸表の分析

を客観的、かつ、迅速に行っている。 

予算 
収支計画 
資金計画 

3(2) 
3(3) 
3(4) 

 予算及び収支計画については、純利益が引当金繰

入の増加等により予算どおり達成できず損失となっ

ている。 

（純利益 予算 28,360 千円、決算△565,618 千円） 

 資金計画の実績は適正に執行している。 

 リスク管理債権額の削減、一般管理費の削

減等による財務の健全化に努めてはいるも

のの、保証・融資両業務とも引当金繰入に

よる費用が増加したため、昨年度より損失

額が増加しており、計画未達成の状況とな

っている。 

 引当金の積増し自体は、資金収支を悪化

させるものではなく、担保評価の厳格化に

伴う一過性の措置であって、むしろ、赤字

要因を将来へ持ち越さない、建設的、意欲

的な取り組みとの評価もありえる。しかしな

がら、奄美基金は、多額の累積欠損金を抱

えており、財務の健全化に向け、より一層

の啓発・宣伝活動を行いながら、他の民間

金融機関等との協調体制の強化及び融資

先への経営アドバイス等を含めたコンサル

タント的役割の充実など業務収入の向上、

債権の質の維持・向上による貸倒関連費用

の低減等の対応を行っていく必要がある。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし 
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法 人 名 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（平成 17 年 10 月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：勢山 廣直） 

目  的 高速道路に係る道路資産の保有並びに東日本高速道路㈱、首都高速道路㈱、中日本高速道路㈱、西日本高速道路㈱、阪神
高速道路㈱及び本州四国連絡高速道路㈱（以下「会社」と総称する。）に対する貸付け、承継債務その他の高速道路の新設、
改築等に係る債務の早期の確実な返済等の業務を行うことにより、高速道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、会社による
高速道路に関する事業の円滑な実施を支援することを目的とする。 

主 要 業 務 １ 高速道路に係る道路資産の保有及び会社への貸付け。２ 承継債務の返済（返済のための借入れに係る債務の返済を含
む。）。３ 協定に基づく会社が高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担した債務の引受け
及び当該債務の返済（返済のための借入れに係る債務の返済を含む。）。４ 政府又は政令で定める地方公共団体から受けた
出資金を財源とした、首都高速道路㈱又は阪神高速道路㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の新設又は改築に要す
る費用の一部の無利子貸付け。５ 国から交付された補助金を財源とした、会社に対する高速道路の災害復旧に要する費用に
充てる資金の一部の無利子貸付け。６ 政令で定める地方公共団体から交付された補助金を財源とした、首都高速道路㈱又は
阪神高速道路㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てる資金の一
部の無利子貸付け。７ 会社の経営努力による高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理に要する費用の縮減を助長す
るための必要な助成。８ 会社が高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を行う場合において、道路整備特別措置法
に基づき当該高速道路について行うその道路管理者の権限の代行その他の業務。９ 本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客
定期航路事業等に関する特別措置法に規定する業務。10 本州と四国を連絡する鉄道施設の管理。11 10 の鉄道施設を有償
で鉄道事業者に利用させる業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 日本高速道路保有・債務返済機構分科会（分科会長：梶川 融） 

ﾎｰﾑﾍ ﾟｰｼ ﾞ 
法 人：http://www.jehdra.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ３年（平成 22 年４月１日～平成 25 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
Ｈ19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

第 1 期中期 

目標期間 
H22 
年度 

H2３ 
年度 

備考 

＜総合評価＞ 順調 順調 Ａ Ａ Ａ Ａ 1. 総合評価は、19 年度か
ら 20 年度までは、極め
て順調、順調、概ね順
調、努力の４段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段階
評価。 

2. 項目別評価は、19 年度
から 20 年度までは、5、
4、3、2、1 の５段階評価
であり、21 年度からは、
SS、S、A、B、C の５段階
評価。 

3. 第１期中期目標期間の
評価は SS、S、A、B、C
の５段階評価。 

4. なお、詳細な評価基準
（手法）は第２部第２節１
（２）「評価基準等」を参
照。 

＜項目別評価＞       

 
Ⅰ 業務運営の効率化       

  
1 組織運営の効率化 4 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  
2 業務リスクの管理 

4 点×1 
3 点×1 

4 点×1 
3 点×1 

Ｓ×2 
Ａ×1 

Ｓ×2 
Ｓ×2 
Ａ×1 

Ｓ×1 
Ａ×2 

  
3 業務コストの縮減 3 点 3 点 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ 

  
4 入札及び契約の適正化の推

進 
－ － － － Ａ S 

  
5 積極的な情報公開 

4 点×1 
3 点×6 

4 点×3 
3 点×4 

Ｓ×1 
Ａ×6 

Ｓ 
Ｓ×1 
Ａ×7 

Ｓ×1 
Ａ×7 

  
6 業務評価の実施 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
Ⅱ 国民に提供するサービスその

他の業務の質の向上 
      

  
1 高速道路に係る道路資産の

保有・貸付け 
3 点×2 3 点×2 Ａ×2 Ａ×2 Ａ×2 Ａ×2 

  

2 承継債務及び会社からの引
受け債務の早期の確実な返
済 

3 点×3 3 点×3 Ａ×3 Ａ×3 Ａ×3 Ａ×3 

  
3 会社が負担した債務の引受

け 
3 点×2 3 点×3 Ａ×3 Ａ×4 Ａ×3 Ａ×3 

  

4 会社に対する首都高速道路
又は阪神高速道路の新設、
改築等のための無利子貸付
け 

3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  
5 会社に対する災害復旧のた

めの無利子貸付け 
3 点 3 点 － Ａ － Ａ 

  

6 高速道路の新設、改築等に
要する費用の縮減を助長す
るための仕組み 

4 点 4 点 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ 

  

7 道路整備特別措置法に基づ
く道路管理者の権限の代行
等 

3 点 3 点 Ａ Ａ Ｓ Ｓ 

  

8 本州四国連絡橋の建設に伴
う一般旅客定期航路事業等
に関する特別措置法に規定
する業務 

－ － － － － － 

  
9 本州四国連絡鉄道施設に係

る業務 
3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  
10 業務遂行に当たっての取組 3 点×5 

4 点×2 
3 点×3 

Ｓ×1 
Ａ×4 

Ｓ×2 
Ａ×4 

Ｓ×2 
Ａ×3 

Ｓ×2 
Ａ×3 
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Ⅲ 予算、収支計画及び資金計

画 
    

  

  
1 財務体質の強化 3 点×2 3 点×2 

Ｓ×1 
Ａ×1 

Ａ 
Ｓ×1 
Ａ×1 

Ｓ×1 
Ａ×1 

  

2 予算 
3 収支計画 
4 資金計画 

3 点 3 点 Ａ － Ａ Ａ 

 
Ⅳ 短期借入金の限度額 － － － －  － 

 
Ⅴ 重要財産の譲渡、担保に供し

ようとするときの計画 
－ － － － 

 
－ 

 
Ⅵ 剰余金の使途 － － － －  － 

 
Ⅶ その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 
    

  

  
1 施設、設備に関する計画 
2 人事に関する計画 

3 点×4 
4 点×1 
3 点×3 

Ｓ×1 
Ａ×3 

Ｓ×1 
Ａ×3 

Ａ×3 Ａ×3 

  
3 機構法第 21 条第３項に規定

する積立金の使途 
－ － － － Ａ Ａ  

 
２．府省評価委員会による平成 23 年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 評点の分布状況からして、ほとんどの項目において、中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められるため。 
（法人の業務の実績） 
 今後の金利上昇リスクを軽減し、債務返済の確実性を高める観点から、長期債（10 年）・超長期債（20～30 年）の発行を行ったほ

か、資金調達の多様化の観点から、初めて 4年債の発行や 6か月の民間借入れを行うなど、総額 2兆 5,636億円の資金を調達。 
 契約については、更なる競争性の向上を図るため、これまで随意契約としてきたインターネット接続契約について、仕様を全体的

に改めるとともに、複数年契約による発注規模の拡大を図り、随意契約から一般競争入札に移行。また、一般競争入札の中で一
者応札となっていた契約について、競争参加資格要件の緩和、事前公告及び郵送入札の実施に加えて、複数年契約等による
発注規模の拡大を図ることにより、随意契約等見直し計画において契約方式を見直すこととした 14 件の一者応札が３件にまで大
幅に減少。 

 ホームページについては、道路利用者及び一般の方に分かりやすいものとなるよう改善したほか、東北地方の高速道路無料開
放及び首都高速、阪神高速の新料金制について、速やかにリンクを掲載し情報提供。 

 地権者や関係機関等との協議や供用までの時間短縮による費用縮減に関する経営努力の算出方法について、認定に係る運用
指針を改定し、より円滑に助成金を交付する仕組みを構築。 

 機構による道路管理者の権限の代行については、閣議決定を踏まえ、例えば、特殊車両通行許可事務について、複数の道路を
通行する場合における他の道路管理者からの協議手続を簡略化するため、地方整備局等と包括的事前協議を行うなど業務の効
率化を実施。 

 東日本大震災での経験を踏まえて、東京本部が機能不全となったことを想定した防災訓練を実施するなど防災体制を充実。 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連) 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

高速道路に係る道
路資産の保有、貸
付け 

Ⅱ1② ・ 会社管理の水準、利便性の向上を示す客観
的指標（アウトカム指標：本線渋滞損失時間
等）について、会社間で対比するとともに目標
の達成状況の確認を行い、「維持、修繕その
他の管理の報告書」と併せて全社分をまとめ
てホームページで公表した。 

・ 計画内容が着実に実行されており、会社間
の比較ができるようになったのは進歩であり
評価できる。しかしながら、目標設定の考え
方や方法が不明であり、会社間ごとに目標
が異なっているため、何が評価できるのか
必ずしも明確でない。また、指標がカバーし
ている範囲も少ないように思う。 

高速道路の新設、
改築、維持、修繕そ
の他の管理に要す
る費用の縮減を助
長するための仕組
み 

Ⅱ6 ・ これまでに経営努力要件適合性を認定したも
ののうち、助成金交付申請のあった 27 件に
ついて、助成金（約３．２億円）を交付した。 

・ 関係機関との設計協議や供用までの時間
短縮による費用縮減効果という極めて評価
の難しい案件について、運用指針を適切に
定め、結果としてコスト削減等に大きく寄与
した。また、新技術の活用の促進や標準化
への取組も着実に実施されており評価でき
る。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

  

 該当なし。 
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法 人 名 独立行政法人住宅金融支援機構（平成 19年４月１日設立）＜非特定＞ 
（理事長：宍戸 信哉） 

目  的 一般の金融機関による住宅の建設等に必要な資金の融通を支援するための貸付債権の譲受け等の業務を行うとともに、一般の
金融機関による融通を補完するための災害復興建築物の建設等に必要な資金の貸付けの業務を行うことにより、住宅の建設等
に必要な資金の円滑かつ効率的な融通を図り、もって国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

主要業務 １ 住宅の建設、購入に必要な資金の貸付けに係る金融機関の貸付債権の譲受け。２ １の貸付債権で、その貸付債権について
信託法第三条第一号に掲げる方法等による信託をし、当該信託の受益権を譲渡すること等を予定した貸付けに係るもののうち、
住宅融資保険法第三条に規定する保険関係が成立した貸付けに係るものを担保とする債券等に係る債務の保証。３ 住宅融資
保険法による保険。４ 住宅の建設、購入等をしようとする者等に対する必要な資金の調達等に関する情報の提供、相談その他の
援助。５ 災害復興建築物の建設、購入等に必要な資金の貸付け。６ 災害予防代替建築物の建設、購入等に必要な資金等の貸
付け。７ 合理的土地利用建築物の建設等に必要な資金等の貸付け。８ 子どもを育成する家庭、高齢者の家庭に適した良好な
居住性能等を有する賃貸住宅等の建設に必要な資金等の貸付け。９ 高齢者の家庭に適した良好な居住性能等を有する住宅と
することを主たる目的とする住宅の改良に必要な資金等の貸付け。10 機構が１の業務により譲り受ける貸付債権に係る貸付けを
受けた者等とあらかじめ契約を締結することによりその者が死亡した場合に支払われる生命保険の保険金等の当該貸付けに係る
債務の弁済への充当。11 阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第七十七条、東日本大
震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律第百三十八条又は福島復興再生特別措置法第二十四条の規定
による貸付け。12 勤労者財産形成促進法第十条第一項の規定による貸付け。13 中小企業退職金共済法第七十二条第二項の
規定による委託に基づく勤労者財産形成促進法第九条第一項に規定する業務の一部。14 １から 13 の業務に附帯する業務。 

委員会名 国土交通省独立行政法人評価委員会（委員長：家田 仁） 

分科会名 住宅金融支援機構分科会（分科会長：村本 孜） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 
法 人：http://www.jhf.go.jp/ 
評価結果：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_fr_000027.html 

中期目標期間 ５年間（平成 19 年４月１日～平成 24 年３月 31 日） 

１．府省評価委員会による評価結果 

評価項目 
H19 
年度 

H20 
年度 

H21 
年度 

H22 
年度 

H23 
年度 

第 1 期中期 

目標期間 
備考 

＜総合評価＞ 概ね順調 順調 Ａ Ａ Ａ Ａ 1. 総 合 評 価
は、19 年度
から 20 年度
までは、極
めて順調、
順調、概ね
順調、要努
力の４段階
評価であり、
21 年度から
は、SS、S、
A、B、C の５
段階評価。 

2. 項目別評価
は、19 年度
から 20 年度
までは、5、
4、3、2、1 の
５段階評価
で あ り 、 21
年 度 か ら
は、SS、S、
A、B、C の５
段階評価。 

3. 第１期中期
目標期間の
評価は SS、
S、A、B、C
の５段階評
価。 

4. 項 目 ３ の
（  ）内は、
中期目標期
間の評価に
係る項目。 

5. なお、詳細
な評価基準
（手法）は第
２部第２節１
（２）「評価基
準等」を参
照。 

 

＜項目別評価＞       

 
Ⅰ 業務運営の効率化       

  
1 組織運営の効率化 3 点 3 点 Ａ Ａ Ｓ Ａ 

  
2 一般管理費等の低減 

4 点×1 
3 点×1 

4 点×1 
3 点×1 

Ｓ×1 
Ａ×1 

Ｓ×1 
Ａ×1 

Ｓ×1 
Ａ×1 

Ｓ×1 
Ａ×1 

  
3 業務・システム最適化 3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  
4 入札及び計画の適正化 3 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

  
5 業務の点検 3 点 3 点 Ａ Ｃ Ａ Ｂ 

  
6 積極的な情報公開 4 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
Ⅱ 国民に提供するサービスその他の業務

の質の向上 
   

   

  
1 証券化支援業務 

4 点×2 
3 点×5 
2 点×1 

3 点×7 
2 点×1 

Ｓ×2 
Ａ×7 

Ｓ×2 
Ａ×7 

Ｓ×2 
Ａ×7 

Ｓ×2 
Ａ×６ 

  
2 住宅融資保険業務 

3 点×2 
2 点×1 

4 点×1 
3 点×2 

Ａ×3 
Ｓ×1 
Ａ×2 

Ａ×3 Ａ×3 

  
3 住情報提供業務 

4 点×1 
3 点×2 

4 点×1 
3 点×2 

Ａ×3 
Ｓ×1 
Ａ×2 

－ Ａ 

  
4 住宅資金融通業務 

3 点×3 
2 点×1 

4 点×1 
3 点×2 
2 点×1 

Ａ×2 
Ｂ×2 

Ａ×3 
Ｂ×1 

Ａ×４ Ａ×４ 

  
5 団体信用生命保険等業務 2 点 3 点 Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画（財務内
容の改善） 

   
   

  
1 収支改善 
2 繰越損失金の低減 

2 点 2 点 Ａ Ｂ Ｓ Ａ 

  
3 リスク管理の徹底 3 点×5 

3 点×4 
2 点×1 

Ａ×5 Ａ×5 Ａ×5 Ａ×5 

  
4 予算、収支計画及び資金計画 － － － － －  

 
Ⅳ 短期借入金の限度額 － － － － －  

 
Ⅴ 重要財産の譲渡、担保に供しようとする

ときの計画 
3 点 4 点 Ａ Ａ Ａ  

 
Ⅵ 剰余金の使途 － － － － －  

 
Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関

する事項 
   

 
 

 

  
1 施設、設備に関する計画 － － － － －  

  
2 人事に関する計画 

4 点×1 
3 点×1 

4 点×1 
3 点×1 

Ａ×2 Ａ×2 Ａ×2 Ａ×2 

  
3 積立金の使途 － － － － － － 
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２．府省評価委員会による平成 23年度評価結果（H24.９.19）（主なものの要約） 
（１）総合評価 

（評定理由） 
 評定の分布状況からして、ほとんどの項目において、中期目標に対して着実な実施状況にあると認められるため。 
（法人の業務の実績） 
 一般管理費について平成 18年度から▲22.6％の削減を実施し、中期目標に掲げる目標値（▲15％）を大きく上回ったほ

か、証券化支援業務及び直接融資業務の経費率について、ともに中期計画に掲げる目標値を達成した（証券化支援業務：
目標 0.30％に対し実績 0.23％、直接融資業務：目標 0.35％に対し実績 0.30％）。 

 証券化支援業務については、機構が金融機関から住宅ローン債権の買取りの申請を受けた日から仮承認の決定をするま
での標準処理期間（３日）内の処理件数のシェアについて、中期計画に掲げる目標値（８割）を大きく上回った。また、
積極的な IR活動の結果、MBS 市場において地方投資家など 30社程度の新規参入があったほか、平成 24年３月には独法
第一期中で最も低い対国債スプレッドである 40bpで月次債の発行条件を決定した。 

 収支の改善については、既往債権管理勘定において平成 23年度決算で 837億円の当期総利益を計上し、同年度をもって
国からの補給金を廃止した。また、既往債権管理勘定以外の勘定（保証協会承継業務 33 に係るものを除く。）について
も、中期目標に掲げる「中期目標期間の最終年度までに単年度収支の黒字化を達成」との目標を達成した。など 

 
（２）項目別評価 

評価項目 
(１との 
関連） 

独立行政法人の業務実績 府省評価委員会による評価結果等 

組織運営の効率化 Ⅰ1  住宅資金融通業務については、東日本大
震災への対応として、災害復興住宅融資の
制度拡充等について周知を行うとともに、融
資相談等に適切に対応するため、地方公共
団体等が開設している住宅相談窓口にも職
員を派遣した。 

 団体信用生命保険等業務については、特
に、東日本大震災に対しては、特約料の払
込猶予や払込特約料の一時返戻の特例措
置、団信弁済の手続きの簡素化等の対応を
実施した。 

 東日本大震災への対応として、震災発生当
日に本店及び東北支店に対応本部を設置
し、震災に関する情報共有や対応を組織横
断的に一元管理する態勢としたほか、拡充
後の災害復興住宅融資等が利用されるよ
う、地方公共団体と連携した現地説明、相談
及び受付体制の迅速な整備等を実施した。
また、融資相談業務、融資審査業務及び返
済相談などに適切に対応できる態勢を整備
するため人員の追加配置を機動的に行っ
た。加えて、東北支店において管理体制の
強化のため債権管理グループを増設したほ
か、防災集団移転促進事業や福島特措法
への対応に関して、地方公共団体等との連
携を強化していくために平成 24 年２月に専
門相談チームを発足の上、同年４月に東北
復興支援室を新設した。 

収支改善 
繰越損失金の低減 

Ⅲ1,2  既往債権管理勘定以外の勘定（保証協会
承継業務に係るものを除く。）の単年度収支
が改善したのは、住宅事業者等への訪問等
の広報活動によるフラット３５及び優良住宅
取得支援制度の周知等の収益拡大のため
の取組や、計画的な人員管理等の経費削
減の取組によるものである。 

・ ＭＢＳ引受手数料単価について、平成 23 
年度は平成 18 年度から 100 円当たり 7.5 銭
の引き下げ（平成 22 年度と同様の引受手数
料）とし資金調達コストの低減に努めた。な
お、コスト削減効果を試算すると、7.5銭の引
き下げに伴い約 18.7 億円となった。 

 既往債権管理勘定以外の勘定（保証協会
承継業務経理に係るものを除く。）の利益剰
余金は 168 億円となった（平成 22 年度は
285 億円の繰越損失金）。 

 リスク管理債権、事業の実施状況、損失の
状況、処理方法等についてはディスクロージ
ャー誌に掲載するとともに、ホームページに
も掲載している。 

・ 既往債権管理勘定については、平成 23 年
度決算において 837 億円の当期総利益を
計上しており、引き続き繰越欠損金の解消
に向けて的確な債権管理回収を進める必要
がある。 

 
３．政策評価・独立行政法人評価委員会の平成 23 年度評価に関する意見（H25.１.21）（個別意見） 

 

 該当なし。 
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